
平成２９年度３月教育委員会議定例会議事日程 

 

日 時 平成３０年３月２３日（金） 

９時３０分より 

場 所  町民センター２Ａクラブ室 

                           

１ 開会宣言 

 

２ 署名委員の指名 

 

３ 教育長事務報告 

 

４ 付議事項 

（１）議案第１５号 二宮町教育委員会教育長に対する事務委任規則の一部を改正する規則について 

（２）議案第１６号  二宮町教育委員会事務局規則の一部を改正する規則について 

（３）議案第１７号 学校教育法施行細則の一部を改正する細則について 

（４）議案第１８号 二宮町立小学校及び中学校の管理運営に関する規則について 

（５）議案第１９号 二宮町学校運営協議会規則の制定について 

（６）議案第２０号 二宮町生涯学習センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則について 

（７）議案第２１号 二宮町体育施設の設置、管理等に関する条例施行規則の一部を改正する規則に

ついて 

（８）議案第２２号 二宮町社会教育委員条例施行規則の制定について 

（９）議案第２３号 二宮町文化財保護委員の委嘱について 

（10）議案第２４号 二宮町青少年指導員の委嘱について 

（11）議案第２５号 二宮町スポーツ推進委員の委嘱について 

（12）議案第２６号 教職員等人事について 

（13）議案第２７号 教育委員会事務局職員等人事について 

 

５ 報告・協議事項 

 （１）二宮町いじめ防止基本方針の改定について（案）…資料１ 

（２）教育長職務代理者の指名について…資料２ 

（３）各種委員会委員等の選任について…資料３ 

（４）平成 30年度教科用図書採択について…資料４ 

（５）教育相談・教育支援室活動の状況について…資料５ 

（６）辞令交付式について…資料６ 

（７）全国学力・学習状況調査結果について…資料７ 

（８）その他 

 ＊ 次回教育委員会議予定 

 

６ 閉会宣言 











月／日曜日 会 議 ・ 行 事 等 定員 参加人数

第6回社会教育委員会議 8人 8人

第2回生涯学習センター運営審議会 8人 8人

平成30年度学校施設利用団体会議 ― 32人

環境浄化パトロール⑦ 10人 8人

人権教育研修会
「虫からみえるいのち～多様性をどう受け止めるか～」

50人 31人

にのみや町民大学
「二宮の農産物を知ろう！～湘南ゴールド～」

20人 5人

2/25 日 ジュニアリーダー養成研修会④（事前研修） ― 13人

3/3 土 二宮町子ども野外研修（日帰り） 90人 31人

3/4 日 第14回ラディアンピアノマラソンコンサート 89組 93人

硬式テニス教室①（二宮テニスクラブ主催） ― 雨天の為
中止

平成29年度男女共同参画推進事業
「楽ちんママのモノとこころと時間の整理術!!」

30人 18人

J
L

― 6人
小
学
生

20人 20人

3/13 火 学校開放4月分予約日 ― 23人

3/17 土 硬式テニス教室②（二宮テニスクラブ主催） ― 14人

下町地区
「湘南ｺﾞｰﾙﾄﾞ園」

町民センター
調理実習室

丹沢湖ロッヂ

ラディアン
ホール

ラディアン
ﾃﾆｽｺｰﾄ

開催場所

ラディアン
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ１

町民センター
2Aクラブ室

町内

ラディアン
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ２

土

3/11 日

ラディアン
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ１

ラディアン
ﾃﾆｽｺｰﾄ

ラディアン
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ2

生涯学習課事業予定（平成30年2月16日～平成30年3月22日）

生涯学習・スポーツ班

・子ども会祭り（子ども会育成会連絡協議会主催）　2月18日（日）10：30～　（ラディアン）
・総合型地域スポーツクラブ設立準備員会　2月21日（水）19：30～
・ビーチボール大会（総合型地域スポーツクラブ主催）　3月4日（日）9：00～

2/20 火

2/23 金

2/24

ジュニアリーダー養成研修会④
町民センター
調理実習室

土

3/10



月/日 曜日 主な会議・行事等 開始時間

3/24 土
神奈川大学包括協定事業
「神奈川大学でキャンパス体験と自然観察」

9:20

3/28 水 子ども野外研修実行委員会⑤ 19:00

4/12 木 スポーツ推進委員委嘱式・第１回連絡協議会 19:15

学校開放5月分予約日 10:00

青少年指導員委嘱式・第１回連絡協議会 19:30

（仮）平成30年度PTA役員研修 10:00

にのみや町民大学
「野菜作りの基礎」（初心者向け）

13:30

4/20 金 （仮）環境浄化パトロール① 15:00

4/26 木 第２回スポーツ推進委員連絡協議会 19:15

生涯学習課事業予定（平成30年3月23日～平成30年4月26日）

生涯学習・スポーツ班

神奈川大学
湘南ひらつかｷｬﾝﾊﾟｽ

ラディアン
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ１

ラディアン
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ１

開催場所

4/14 土

ラディアン
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ２

ラディアン
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ１

ラディアン
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ１

ラディアン
ﾏﾙﾁ１

町内

ラディアン
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾙｰﾑ１

金4/13



月日 曜日 主な会議・行事等 開催場所等 参加者数等

2/16 金 わらべうたであそぼう（未就園児とその親） ラディアン和室
子ども２２人
大人　１９人

2/17 土 おおきいおはなし会 － 小学生から 図書館おはなしのへや
子ども１人
大人　６人

2/17 土 おはなし会とおりがみあそび 図書館おはなしのへや
子ども４人
大人　３人

2/21 水 修理ボランティア ボランティアルーム ２人２２冊

2/21 水
子育て支援講座
わらべうたであそぼう！＜乳児向け＞⑤

ラディアン和室
子ども９人
大人　８人

2/21 水 平成29年度第３回図書館協議会 ミーティングルーム１ ６人

2/24 土
子育て支援講座
わらべうたであそぼう！＜乳児向け＞⑥

ラディアン和室
子ども２人
大人　２人

3/1 木 図書リサイクルコーナー 図書館 309冊

3/14 水 ちいちゃいおはなし会 図書館おはなしのへや
子ども２０人
大人　１８人

3/15 木 修理ボランティア ボランティアルーム ７人５４冊

3/15 木 託児サービス ラディアン保育室 ０人

3/16 金 わらべうたであそぼう（未就園児とその親） ラディアン和室
子ども２２人
大人　２０人

3/17 土 おおきいおはなし会 － 小学生から 図書館おはなしのへや
子ども５人
大人　５人

3/17 土 おはなし会とおりがみあそび 図書館おはなしのへや
子ども７人
大人　４人

図書館
のべ２６人

32時間50分

月日 曜日 主な会議・行事等 開催場所等 開始時間

3/25 日 雑誌リサイクルコーナー 図書館 １０：００～

3/28 日 にんぎょうげき大会 ミーティングルーム２ １０：３０～

3/26 水 修理ボランティア ボランティアルーム １０：００～

4/1 日 図書リサイクルコーナー 図書館 ９：３０～

4/11 水 ちいちゃいおはなし会 図書館おはなしのへや １０：００～

4/18 水 ブックスタート（健康づくり課と共催） 保健センター 午後

4/19 木 託児サービス ラディアン保育室 １０：００～

4/19 木 修理ボランティア ボランティアルーム １０：００～

4/20 金 わらべうたであそぼう（未就園児とその親） ラディアン和室
①１０：００～
②１１：００～

4/21 土 おおきいおはなし会 － 小学生から 図書館おはなしのへや １３：３０～

4/21 土 おはなし会とおりがみあそび 図書館おはなしのへや １４：００～

4/25 水 修理ボランティア ボランティアルーム １０：００～

※書架整理ボランティアの活動日：原則　毎週火曜日・土曜日　　９：３０～１７：００

生涯学習課事業報告（平成 ３０年２月１６日～平成３０年３月２２日）

図書館班

書架整理ボランティア　（２／１６～３／２２　　活動日数１５日）

生涯学習課事業予定（平成３０年３月２３日～平成３０年４月26日）

図書館班



議案第 15号 

 

二宮町教育委員会教育長に対する事務委任規則の一部を改正する規則について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

二宮町教育委員会教育長に対する事務委任規則について、学校運営協議会の設置

及び、生涯学習センターの設置及び管理に関する条例の改正に伴い、必要な改正を

行うために提案する。 

 

 



 

 

 

 

 

二宮町教育委員会教育長に対する事務委任規則の一部を改正する規則 

 

二宮町教育委員会教育長に対する事務委任規則（昭和27年二宮町教育委員会規則第７

号）の一部を次のように改正する。 

第１条第11号中「社会」の前に「学校運営協議会委員、」を加え、「生涯学習センター

運営審議会委員、」を削る。 

 

附 則 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 



 

. 



  

1 

二宮町教育委員会教育長に対する事務委任規則の一部を改正する規則の新旧対照表  

改正後 改正前 

第１条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する教育事務を教育長に

委任する。 

第１条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する教育事務を教育長に

委任する。 

(１)～(10) （略） (１)～(10) （略） 

(11)  学校運営協議会委員、社会教育委員、文化財保護委員会委員、図書館協議会委

員、青少年指導員、スポーツ推進委員を委嘱すること。 

(11) 社会教育委員、生涯学習センター運営審議会委員、文化財保護委員会委員、図

書館協議会委員、青少年指導員、スポーツ推進委員を委嘱すること。 

(12)～(14) （略） 

 

(12)～(14) （略） 

 

 



議案第 16号 

 

二宮町教育委員会事務局規則の一部を改正する規則について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

二宮町教育委員会事務局規則について、学校運営協議会の設置及び、生涯学習セ

ンターの設置及び管理に関する条例の改正に伴い、必要な改正を行うために提案す

る。 

 

 



 

 

 

 

 

二宮町教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

 

二宮町教育委員会事務局組織規則（昭和49年二宮町教育委員会規則第１号）の一部を次

のように改正する。 

別表教育総務課の款指導班の項中第23号を第24号とし、第5号から第23号までを１号ず

つ繰り下げ、第４号の次に次の1号を加える。 

 ５ 学校運営協議会に関すること。 

別表生涯学習課の款生涯学習・スポーツ班の項中第13号を削り、第14号を第13号とし、

第15号から第26号を１号ずつ繰り上げる。 

 

   附 則 

 この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

. 



1 

 

二宮町教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則の新旧対照表  

改正後 改正前 

別表 

教育総務課 

教育総務班 

（略） 

指導班 

 １～４（略）  

５  学校運営協議会に関すること。  

６  教職員研究奨励に関すること。 

７  児童及び生徒の保健安全指導に関すること。  

８  学校教育指導関係資料の編集及び刊行に関すること。  

９  障害のある児童生徒の就学指導に関すること。  

10 その他学校教育の指導に関すること。  

11 県費負担教職員の内申、分限、懲戒、その他人事並びに研修に

関すること。  

12 県費負担教職員の災害補償、服務、福利厚生に関すること。  

13 児童生徒の健康診断に関すること。  

14 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。  

15 学校環境衛生に関すること。  

16 学齢簿の作成及び保管に関すること。  

17 児童及び生徒の就学事務に関すること。  

別表 

教育総務課 

教育総務班 

（略） 

指導班 

１～４（略）  

５  教職員研究奨励に関すること。  

６  児童及び生徒の保健安全指導に関すること。  

７  学校教育指導関係資料の編集及び刊行に関すること。  

８  障害のある児童生徒の就学指導に関すること。  

９  その他学校教育の指導に関すること。  

10 県費負担教職員の内申、分限、懲戒、その他人事並びに研修に関

すること。 

11 県費負担教職員の災害補償、服務、福利厚生に関すること。  

12 児童生徒の健康診断に関すること。  

13 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。  

14 学校環境衛生に関すること。  

15 学齢簿の作成及び保管に関すること。  

16 児童及び生徒の就学事務に関すること。  

17 日本スポーツ振興センターに関すること。  



2 

 

改正後 改正前 

18 日本スポーツ振興センターに関すること。  

19 児童及び生徒の就学援助に関すること。  

20 通学区域の設定及び変更に関すること。  

21 通学路に関すること。  

22 バス通学児童に関すること。  

23 教科用図書の無償給与に関すること。  

24 その他学事に関すること。  

18 児童及び生徒の就学援助に関すること。 

19 通学区域の設定及び変更に関すること。  

20 通学路に関すること。  

21 バス通学児童に関すること。  

22 教科用図書の無償給与に関すること。  

23 その他学事に関すること。  

生涯学習課 生涯学習課 

生涯学習・スポーツ班  

  １～ 12（略）  

生涯学習・スポーツ班  

  １～ 12（略） 

 13 生涯学習センター運営審議会に関すること。  

13 青少年問題協議会に関すること。  14 青少年問題協議会に関すること。  

14 青少年指導員に関すること。  15 青少年指導員に関すること。  

15 スポーツ推進委員に関すること。  16 スポーツ推進委員に関すること。  

16 青少年教育に関すること。  17 青少年教育に関すること。  

17 社会環境浄化に関すること。  18 社会環境浄化に関すること。  

18 青少年関係団体の育成及び指導に関すること。  19 青少年関係団体の育成及び指導に関すること。  



3 

 

改正後 改正前 

19 講座、講演会、展示会の開催及びそれらの奨励に関すること。  20 講座、講演会、展示会の開催及びそれらの奨励に関すること。  

20 その他生涯学習・スポーツ振興及び社会教育に関すること。  21 その他生涯学習・スポーツ振興及び社会教育に関すること。  

21 生涯学習センターの管理及び運営に関すること。  22 生涯学習センターの管理及び運営に関すること。  

22 ふたみ記念館の管理及び運営に関すること。  23 ふたみ記念館の管理及び運営に関すること。  

23 社会体育施設の管理及び運営に関すること。  

 

24 学校体育施設の開放に関すること。  

24 社会体育施設の管理及び運営に関すること。  

 

25 学校体育施設の開放に関すること。  

 



議案第 17号 

 

学校教育法施行細則の一部を改正する細則について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

学校教育法施行細則について、学校教育法の改正に伴い、必要な改正を行うため

に提案する。 

 

 



1 

 

 

 

学校教育法施行細則の一部を改正する細則 

 

学校教育法施行細則（昭和60年二宮町教育委員会細則第１号）の一部を次のように改正

する。 

第１条中「および」を「及び」に、「ならびに」を「並びに」に改める。 

第２条第２号中「第22条第１項」を「第16条」に改め、同条第４号中「第23条」を「第

18条」に改め、同条第５号中「第39条第２項」を「第18条」に改め、同条に次の１号を加

える。 

(６) 視覚障害者等 施行令第５条第１項に規定する「視覚障害者、聴覚障害者、知的

障害者、肢体不自由者及び病弱者（身体虚弱者を含む。）」をいう。 

第４条中「盲者およびろう
ヽ ヽ

者」を「視覚障害者等」に、「通知および」を「通知及び」

に、「または」を「又は」に改める。 

第５条中「盲者、ろう
ヽ ヽ

者および」を「視覚障害者等及び」に、「または」を「又は」に、

「するもの」を「する者」に、「児童および」を「児童及び」に、「盲者およびろう
ヽ ヽ

者」

を「視覚障害者等」に、「したものならびに」を「した者並びに」に、「通知および」を

「通知及び」に改める。 

第６条中「または」を「又は」に、「および」を「及び」に改める。 

第８条中「盲者およびろう
ヽ ヽ

者」を「視覚障害者等」に、「または」を「又は」に、「届

け出」を「届出」に改める。 

第９条第１項中「盲者およびろう
ヽ ヽ

者」を「視覚障害者等」に、「または」を「又は」に

改め、同条第２項中「盲者およびろう
ヽ ヽ

者」を「視覚障害者等」に、「または」を「又は」

に、「氏名および」を「氏名及び」に改める。 

第10条中「または」を「又は」に、「学齢児童および学齢生徒」を「学齢児童及び学齢

生徒」に、「盲者およびろう
ヽ ヽ

者」を「視覚障害者等」に改める。 

第11条中「または」を「又は」に、「学齢児童および学齢生徒」を「学齢児童及び学齢
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生徒」に、「盲者およびろう
ヽ ヽ

者以外のもの」を「視覚障害者等以外の者」に改める。 

第12条の見出し中「盲ろう者」を「視覚障害者等」に改め、同条中「小学校または中学

校」を「小学校又は中学校」に、「学齢児童または学齢生徒」を「学齢児童又は学齢生

徒」に、「盲者またはろう
ヽ ヽ

者になったもの」を「視覚障害者等になった者」に改める。 

第14条第１項中「学齢児童または学齢生徒」を「学齢児童又は学齢生徒」に、「第22条

第１項または法第39条第１項」を「第17条」に改め、同条第２項中「または」を「又は」

に、「もしくは」を「若しくは」に改める。 

第15条中「または」を「又は」に改める。 

第16条中「または」を「又は」に、「および」を「及び」に改める。 

第17条中「または」を「又は」に改める。 

第18条の見出し中「および」を「及び」に、「取り扱い」を「取扱い」に改め、同条中

「および」を「及び」に、「取り扱い」を「取扱い」に改める。 

第20条中「およびその」を「及び」に、「第19号様式」を「第18号様式」に改める。 

第21条中「第20号様式」を「第19号様式」に改める。 

第24条中「および」を「及び」に、「第22号様式」を「第20号様式」に改める。 

第25条中「第23号様式」を「第21号様式」に改める。 

第１号様式から第３号様式までを次のように改める。 
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第１号様式（第３条関係） 

年  月  日  

 二宮町教育委員会 殿 

（保護者住所）           

（保護者氏名）          

 

児童生徒等の住所地の変更について（届出） 

 

 このことについて、次のとおり届け出ます。 

 

ふり

氏     
がな

名 

 
生 年 月 日 

 性 

別 

  

保護者との

続 柄 
 

新 住 所 
 

旧 住 所 
 

新住所に移った        

年 月 日 

 転入届を提出

し た 年 月 日 

 

今まで通学して        

い た 学 校 名 

 

 

 注意 １ 「住所」は、都道府県、郡、市町村、字及び地番を正確に書いて下さい。 

    ２ 「転入届をした年月日」は、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第22条

に規定する転入届を町長に提出した年月日です。 
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第２号様式（第４条関係） 

   二宮町 

 

方         

 

様            

 

  入学通知書 

№         

該当児童氏名 
 

生 年 月 日 年  月  日  性別 
 

指 定 学 校 名 
 

入 学 式 日 時 年  月  日    時 

  あなたの保護しているお子さんを、上記のとおり入学させてください。 

 

年  月  日   

 

二 宮 町 教 育 委 員 会 

 

――裏面をお読みください―― 
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第３号様式（第５条関係） 

 

（文書番号）  

年  月  日  

 

 二宮町立（小）（中）学校長 殿 

 

二宮町教育委員会   

 

 

児童生徒等の氏名及び入学期日について（通知） 

 

 

 このことについて、次のとおり通知します。 

 

 ついては、児童生徒等の入学について、保護者と連絡の上、遺憾のないよう取

り運んで下さい。 

 

 

記 

 

 

 １ 入学期日 

 

 ２ 児童生徒等の氏名 別紙のとおり 

 

 

（別紙） 

 番 

号 

氏    名 
性 

別 

生年

月日 

住 所 
保護者 

続柄 

 

父 母 
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第４号様式中「（児童生徒等の就学すべき学校の指定の変更についての申立書）」を

「（第７条関係）」に改める。 

第５号様式中「（児童生徒等の就学すべき学校の指定の変更についての通知書）」を

「（第７条関係）」に改める。 

第６号様式中「（児童生徒等のうち盲者およびろう者以外の者の区域外就学についての

届出書）」を「（第８条関係）」に改める。 

第７号様式中「（児童生徒等のうち盲者およびろう者以外の者の区域外からの就学につ

いての願出書）」を「（第９条関係）」に改める。 

第８号様式中「（児童生徒等のうち盲者およびろう者以外の者の区域外からの就学につ

いての承諾書）」を「（第９条関係）」に改める。 

第９号様式中「（区域外から就学する児童生徒等の就学すべき学校の校長に対するその

児童生徒等の氏名および入学期日についての通知書）」を「（第９条関係）」に改める。 

第10号様式中「（学齢児童および学齢生徒のうち盲者およびろう者以外の者を中学校ま

たは小学校の全課程を修了する前に退学させることについての届出書）」を「（第10条関

係）」に改める。 

第11号様式中「（区域外から就学する学齢児童または学齢生徒が小学校または中学校の

全課程を修了する前に退学したことについての通知書）」を「（第11条関係）」に改める。 

第12号様式を次のように改める。 
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第12号様式（第12条関係） 
 

視 覚 障 害 者 等 通 知 書  

 

年  月  日   

   二宮町教育委員会 殿 

二宮町立（小）（中）学校長    

   

次の者は視覚障害者等になったので通知します。 

学齢児童・

生徒 

住 所 
 

氏 名 
 

生 年 月 日 
 

性別 
 

学 年 
 

視覚障害者
等になった
状況 

 

保 護 者 

住 所 
 

氏 名 
 

学齢児童・
生徒との関
係 
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第13号様式中「（学齢児童または学齢生徒の出席不良等についての通知書）」を「（第

13条関係）」に改める。 

第14号様式中「（（学齢児童）（学齢生徒）の出席の督促についての通知書）」を

「（第14条関係）」に改める。 

第15号様式中「（保護者の就学義務の（猶予）（免除）についての願出書）」を「（第

15条関係）」に改める。 

第16号様式中「（就学（猶予）（免除）の理由がなくなったことについての届出書）」

を「（第16条関係）」に改める。 

第17号様式中「（全課程を修了した者の氏名の通知書）」を「（第17条関係）」に改め

る。 

第19号様式を次のように改める。 
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第18号様式（第20条関係） 
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第20号様式中「（町立小学校の卒業証書）」を「（第21条関係）」に改め、同様式を第

19号様式とする。 

第22号様式を次のように改める。 
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第20号様式（第24条関係） 

 

 



14 
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第23号様式中「（町立中学校の卒業証書）」を「（第25条関係）」に改め、同様式を第

21号様式とする。 

 

附 則 

この細則は、平成30年４月１日から施行する。 
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学校教育法施行細則の一部を改正する細則の新旧対照表  

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、学校教育法（昭和22年法律第26号。以下「法」という。）、学校

教育法施行令（昭和28年政令第340号。以下「施行令」という。）及び学校教育法施行

規則（昭和22年文部省令第11号。以下「施行規則」という。）の規定に基づき、並び

にこれを実施するため、二宮町に住所の存する児童生徒等の保護者に係る就学義務及

び町立学校における教育の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第１条 この規則は、学校教育法（昭和22年法律第26号。以下「法」という。）、学校

教育法施行令（昭和28年政令第340号。以下「施行令」という。）および学校教育法施

行規則（昭和22年文部省令第11号。以下「施行規則」という。）の規定に基づき、な

らびにこれを実施するため、二宮町に住所の存する児童生徒等の保護者に係る就学義

務および町立学校における教育の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の定義） （用語の定義） 

第２条 この規則で次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるところ

による。 

第２条 この規則で次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるところ

による。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 保護者 法第16条に規定する保護者をいう。 (２) 保護者 法第22条第１項に規定する保護者をいう。 

(３) （略） (３) （略） 

(４) 学齢児童 法第18条に規定する学齢児童をいう。 (４) 学齢児童 法第23条に規定する学齢児童をいう。 

(５) 学齢生徒 法第18条に規定する学齢生徒をいう。 (５) 学齢生徒 法第39条第２項に規定する学齢生徒をいう。 

(６) 視覚障害者等 施行令第５条第１項に規定する「視覚障害者、聴覚障害者、知

的障害者、肢体不自由者及び病弱者（身体虚弱者を含む。）」をいう。 

 

  

 

（入学期日等の通知・学校の指定） （入学期日等の通知・学校の指定） 

第４条 就学予定者のうち視覚障害者等以外の者についてのその保護者に対するその入

学期日についての通知及びその就学すべき町立の小学校又は中学校についての指定

は、通知書（第２号様式）をもってする。 

 

第４条 就学予定者のうち盲者およびろう
ヽ ヽ

者以外の者についてのその保護者に対するそ

の入学期日についての通知およびその就学すべき町立の小学校または中学校について

の指定は、通知書（第２号様式）をもってする。 
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改正後 改正前 

第５条 前条の指定は、新たに学齢簿に記載された児童生徒等（視覚障害者等及び町立

の小学校又は中学校に在学する者を除く。）、学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害

者等以外の者で町立の小学校又は中学校以外の小学校又は中学校に在学しその全課程

を修了する前に退学した者並びに町立の小学校又は中学校の新設、廃止等によりその

就学させるべき小学校又は中学校を変更する必要を生じた児童生徒等についてのその

保護者に対する入学期日の通知及び就学すべき町立の小学校又は中学校の指定につい

て準用する。 

 

第５条 前条の指定は、新たに学齢簿に記載された児童生徒等（盲者、ろう
ヽ ヽ

者および町

立の小学校または中学校に在学するものを除く。）、学齢児童および学齢生徒のうち

盲者およびろう
ヽ ヽ

者以外の者で町立の小学校または中学校以外の小学校または中学校に

在学しその全課程を修了する前に退学したものならびに町立の小学校または中学校の

新設、廃止等によりその就学させるべき小学校または中学校を変更する必要を生じた

児童生徒等についてのその保護者に対する入学期日の通知および就学すべき町立の小

学校または中学校の指定について準用する。 

第６条 児童生徒等（前２条に掲げる者以外の者を除く。次条において同じ。）を就学

させるべき町立の小学校又は中学校の校長に対するその児童生徒等の氏名及び入学期

日についての通知は、通知書（第３号様式）をもってする。 

第６条 児童生徒等（前２条に掲げる者以外の者を除く。次条において同じ。）を就学

させるべき町立の小学校または中学校の校長に対するその児童生徒等の氏名および入

学期日についての通知は、通知書（第３号様式）をもってする。 

（町立学校外就学） （町立学校外就学） 

第８条 児童生徒等のうち視覚障害者等以外の者を町立の小学校又は中学校以外の小学

校又は中学校に就学させることについての届出は、届出書（第６号様式）をもってし

なければならない。 

 

第８条 児童生徒等のうち盲者およびろう
ヽ ヽ

者以外の者を町立の小学校または中学校以外

の小学校または中学校に就学させることについての届け出は、届出書（第６号様式）

をもってしなければならない。 

（区域外就学） （区域外就学） 

第９条 他の市町村に住所を存する児童生徒等のうち視覚障害者等以外の者を町立の小

学校又は中学校へ就学させようとすることについての願い出は、願出書（第７号様

式）にその理由を記載した書類を添えてしなければならない。 

第９条 他の市町村に住所を存する児童生徒等のうち盲者およびろう
ヽ ヽ

者以外の者を町立

の小学校または中学校へ就学させようとすることについての願い出は、願出書（第７

号様式）にその理由を記載した書類を添えてしなければならない。 

２ 他の市町村に住所の存する児童生徒等のうち視覚障害者等以外の者の町立の小学校

又は中学校への就学の承諾を与えたときは、承諾書（第８号様式）を交付するととも

に、その児童生徒等を就学させるべき町立の小学校又は中学校の校長に対し、その児

童生徒等の氏名及び入学期日を通知書（第９号様式）をもって通知する。 

 

２ 他の市町村に住所の存する児童生徒等のうち盲者およびろう
ヽ ヽ

者以外の者の町立の小

学校または中学校への就学の承諾を与えたときは、承諾書（第８号様式）を交付する

とともに、その児童生徒等を就学させるべき町立の小学校または中学校の校長に対

し、その児童生徒等の氏名および入学期日を通知書（第９号様式）をもって通知す

る。 
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改正後 改正前 

（退学の届出） （退学の届出） 

第10条 町立の小学校又は中学校に在学する学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等

以外の者を小学校又は中学校の全課程を修了する前に退学させようとするときは、そ

の保護者は、その学校の校長に対し届出書（第10号様式）をもって届け出なければな

らない。 

 

第10条 町立の小学校または中学校に在学する学齢児童および学齢生徒のうち盲者およ

びろう
ヽ ヽ

者以外の者を小学校または中学校の全課程を修了する前に退学させようとする

ときは、その保護者は、その学校の校長に対し届出書（第10号様式）をもって届け出

なければならない。 

 

（退学の通知） （退学の通知） 

第11条 町立の小学校又は中学校に在学する学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等

以外の者で他の市町村に住所の存する者が、小学校又は中学校の全課程を修了する前

に退学したことについての通知は、通知書（第11号様式）をもってしなければならな

い。 

 

第11条 町立の小学校または中学校に在学する学齢児童および学齢生徒のうち盲者およ

びろう
ヽ ヽ

者以外のもので他の市町村に住所の存する者が、小学校または中学校の全課程

を修了する前に退学したことについての通知は、通知書（第11号様式）をもってしな

ければならない。 

 

（視覚障害者等についての通知） （盲ろう者についての通知） 

第12条 町立の小学校又は中学校に在学する学齢児童又は学齢生徒で視覚障害者等にな

った者があることについての通知は、通知書（第12号様式）をもってしなければなら

ない。 

 

第12条 町立の小学校または中学校に在学する学齢児童または学齢生徒で盲者または

ろう
ヽ ヽ

者になったものがあることについての通知は、通知書（第12号様式）をもってし

なければならない。 

 

（出席の督促等） （出席の督促等） 

第14条 学齢児童又は学齢生徒の保護者で法第17条に規定する義務を怠っていると認め

られる者に対するその学齢児童又は学齢生徒の出席についての督促は、通知書（第14

号様式）をもってする。 

第14条 学齢児童または学齢生徒の保護者で法第22条第１項または法第39条第１項に規

定する義務を怠っていると認められる者に対するその学齢児童または学齢生徒の出席

についての督促は、通知書（第14号様式）をもってする。 

２ 保護者が通知書の受理を拒み、又は住所若しくは居所が知れないために通知書を送

達することができない場合は、通知書を公示するものとし、公示の日から起算して15

日を経過したときは、通知書の送達があったものとみなす。 

２ 保護者が通知書の受理を拒み、または住所もしくは居所が知れないために通知書を

送達することができない場合は、通知書を公示するものとし、公示の日から起算して

15日を経過したときは、通知書の送達があったものとみなす。 
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改正後 改正前 

（猶予または免除の願い出） （猶予または免除の願い出） 

第15条 就学義務の猶予又は免除についての願い出は、願出書（第15号様式）をもって

しなければならない。 

 

第15条 就学義務の猶予または免除についての願い出は、願出書（第15号様式）をもっ

てしなければならない。 

 

（理由消滅の届け出） （理由消滅の届け出） 

第16条 就学義務を猶予された期間中又は免除された後に、その猶予又は免除された理

由がなくなったときは、保護者は、すみやかに、届出書（第16号様式）にその事情を

記載した書類及び医師の証明等その事情を証するに足る書類を添えて届け出なければ

ならない。 

 

第16条 就学義務を猶予された期間中または免除された後に、その猶予または免除され

た理由がなくなったときは、保護者は、すみやかに、届出書（第16号様式）にその事

情を記載した書類および医師の証明等その事情を証するに足る書類を添えて届け出な

ければならない。 

 

（全課程修了者の通知） （全課程修了者の通知） 

第17条 町立の小学校又は中学校の全課程を修了したものの氏名についての通知は、通

知書（第17号様式）をもってしなければならない。 

 

第17条 町立の小学校または中学校の全課程を修了したものの氏名についての通知は、

通知書（第17号様式）をもってしなければならない。 

 

（小学校教科内容及びその取扱い） （小学校教科内容およびその取り扱い） 

第18条 町立小学校の教科内容及びその取扱いに関しては、教育長が定める。 

 

第18条 町立小学校の教科内容およびその取り扱いに関しては、教育長が定める。 

 

（小学校指導要録等の様式） （小学校指導要録等の様式） 

第20条 町立小学校の指導要録及び抄本の様式は、第18号様式とする。 

 

第20条 町立小学校の指導要録およびその抄本の様式は、第19号様式とする。 

 

（小学校卒業証書の様式） （小学校卒業証書の様式） 

第21条 町立小学校の卒業証書の様式は、第19号様式とする。 

 

 

 

第21条 町立小学校の卒業証書の様式は、第20号様式とする。 
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改正後 改正前 

（中学校指導要録等の様式） （中学校指導要録等の様式） 

第24条 町立中学校の指導要録及び抄本の様式は第20号様式とする。 第24条 町立中学校の指導要録および抄本の様式は第22号様式とする。 

（中学校卒業証書の様式） （中学校卒業証書の様式） 

第25条 町立中学校の卒業証書の様式は第21号様式とする。 

 

第25条 町立中学校の卒業証書の様式は第23号様式とする。 

 

第１号様式（第３条関係） 

 
 

第１号様式（児童生徒等の住所地の変更があったことについての届出書） 
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改正後 改正前 

第２号様式（第４条関係） 

 

第２号様式（児童生徒等のうち盲者およびろう者以外の者についてのその保護者に対す

るその入学期日等についての通知書） 
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改正後 改正前 

第３号様式（第５条関係） 

 

 

第３号様式（児童生徒等のうち盲者およびろう者以外の者を就学させるべき学校の校長

に対するその児童生徒等の氏名および入学期日についての通知書） 
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改正後 改正前 

第４号様式（第７条関係） 

 

第４号様式（児童生徒等の就学すべき学校の指定の変更についての申立書） 

第５号様式（第７条関係） 第５号様式（児童生徒等の就学すべき学校の指定の変更についての通知書） 

 

第６号様式（第８条関係） 第６号様式（児童生徒等のうち盲者およびろう者以外の者の区域外就学についての届出

書） 

第７号様式（第９条関係） 第７号様式（児童生徒等のうち盲者およびろう者以外の者の区域外からの就学について

の願出書） 

 

第８号様式（第９条関係） 第８号様式（児童生徒等のうち盲者およびろう者以外の者の区域外からの就学について

の承諾書） 

 

第９号様式（第９条関係） 第９号様式（区域外から就学する児童生徒等の就学すべき学校の校長に対するその児童

生徒等の氏名および入学期日についての通知書） 

 

第10号様式（第10条関係） 第10号様式（学齢児童および学齢生徒のうち盲者およびろう者以外の者を中学校または

小学校の全課程を修了する前に退学させることについての届出書） 

 

第11号様式（第11条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第11号様式（区域外から就学する学齢児童または学齢生徒が小学校または中学校の全課

程を修了する前に退学したことについての通知書） 
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改正後 改正前 

第12号様式（第12条関係） 第12号様式（学齢児童または学齢生徒のうち盲者またはろう者になった者についての通

知書） 

 
 

 

第13号様式（第13条関係） 第13号様式（学齢児童または学齢生徒の出席不良等についての通知書） 

第14号様式（第14条関係） 第14号様式（（学齢児童）（学齢生徒）の出席の督促についての通知書） 

第15号様式（第15条関係） 第15号様式（保護者の就学義務の（猶予）（免除）についての願出書） 

第16号様式（第16条関係） 第16号様式（就学（猶予）（免除）の理由がなくなったことについての届出書） 

第17号様式（第17条関係） 第17号様式（全課程を修了した者の氏名の通知書） 
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改正後 改正前 

第18号様式（第20条関係） 

 

第19号様式 
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 

第19号様式（第21条関係） 第20号様式（町立小学校の卒業証書） 

第20号様式（第24条関係） 

 

第22号様式 
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 

第21号様式（第25条関係） 第23号様式（町立中学校の卒業証書） 

 



議案第 18号 

 

二宮町立小学校及び中学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

学校教育法及び、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、規則を改

めるため提案する。 
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二宮町立小学校及び中学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

 

二宮町立小学校及び中学校の管理運営に関する規則（昭和35年二宮町教育委員会規則第

14号）の一部を次のように改正する。 

 

目次を削る。 

第１章の章名を削る。 

第２章の章名を削る。 

第５条第３項中「前項」を「第１項第２号」に改める。 

第３章の章名を削る。 

第６条第２項第１号中「及び」を「、特別の教科」に改め、「道徳」の次に「並びに道

徳、外国語活動、及び総合的な学習の時間」を加え、同項第２号及び第３号中「その」の

次に「学年別」を加え、同項第４号を削る。 

第８条第１項中「第26条第１項」を「第35条」に、「第40条」を「法第49条」に改める。 

第４章の章名を削る。 

第５章の章名を削る。 

第13条の２中第２項を削り、第３項を第２項とし、第４項を第３項とする。 

第13条の３に次の１項を加える。 

４ 前項の規定にかかわらず、二宮町学校運営協議会規則（平成30年二宮町教育委員会規

則第 号）第３条の規定により学校運営協議会を設置する学校においては、学校評議員

を置かないこととする。 

第20条中「養護教諭」の次に「又は栄養教諭」を加え、「任命権者」を「神奈川県教育

委員会」に改める。 

第20条の３第４項中「第３項各号」を「第２項」に改め、同条第５項中「前４号」を

「前各号」に改める。 

第32条を第34条とする。 

第31条の見出しを削り、同条を第33条とする。 

第７章の章名を削る。 

第30条を第32条とし、第29条を第31条とし、第28条を第30条とする。 

第27条（見出しを含む。）中「き損」を「毀損」に改め、同条を第29条とし、第26条を

第28条とし、第25条を第27条とする。 
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第６章の章名を削る。 

第24条を第26条とし、第23条を第25条とし、第22条の３を第24条の２とし、第22条の２

を第24条とし、第22条の次に次の１条を加える。 

（学校事務連携組織） 

第23条 教育委員会は、学校事務の連携強化を図るため、学校事務連携組織（以下「事務

連携組織」という。）を置くことができる。 

２ 教育委員会は、事務連携組織の取りまとめを行うものを指名するものとする。 

３ 前２項に定めるもののほか、事務連携組織の設置及び運営に関しては、教育長が別に

定める。 

 

附 則 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 
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二宮町立小学校及び中学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則の新旧対照表  

改正後 改正前 

 目次 

  第１章 総則 

  第２章 学年、学期及び休業日 

  第３章 教育活動 

  第４章 教材の取扱い 

  第５章 職員等 

  第６章 施設、設備等の管理 

  第７章 補則 

 附則 

  第１章 総則 

  

 

第２章 学年、学期及び休業日 

 

（臨時休業） （臨時休業） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 校長は、第１項第２号の理由により授業を行わないときは、教育長に届け出るもの

とする。 

 

３ 校長は、前項の理由により授業を行わないときは、教育長に届け出るものとする。 

 

  

 

第３章 教育活動 

 

（教育課程の編成） （教育課程の編成） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 校長は、前項の教育課程を編成したときは、学年開始後、速やかに次の事項を教育

長に報告するものとする。 

２ 校長は、前項の教育課程を編成したときは、学年開始後、速やかに次の事項を教育

長に報告するものとする。 

(１) 各教科、特別の教科道徳並びに道徳、外国語活動、及び総合的な学習の時間の

学年別授業時数 

(１) 各教科及び道徳の学年別授業時数 

(２) 特別活動の種類及びその学年別授業時数 (２) 特別活動の種類及びその授業時数 

(３) 選択教科の種類及びその学年別授業時数 (３) 選択教科の種類及びその授業時数 

  

 

(４) 総合的な学習の時間及びその授業時数 

 

（出席停止） （出席停止） 
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改正後 改正前 

第８条 教育委員会は、児童生徒が学校教育法（昭和22年法律第26号）第35条に規定

（法第49条において準用する場合も含む。）する性行不良であって、他の児童生徒の

教育に妨げがあると認めるときは、校長の意見を聴き、その保護者に対し児童生徒の

出席停止を命ずることができる。 

第８条 教育委員会は、児童生徒が学校教育法（昭和22年法律第26号）第26条第１項に

規定（第40条において準用する場合も含む。）する性行不良であって、他の児童生徒

の教育に妨げがあると認めるときは、校長の意見を聴き、その保護者に対し児童生徒

の出席停止を命ずることができる。 

２～５ （略） 

 

２～５ （略） 

 

  第４章 教材の取扱い 

  

 

第５章 職員等 

 

（総括教諭） （総括教諭） 

第13条の２ （略） 第13条の２ （略） 

  ２ 総括教諭は、教諭又は養護教諭、栄養教諭のうちから、神奈川県教育委員会が任命

する。 

２ （略） ３ （略） 

３ （略） 

 

４ （略） 

 

（学校評議員） （学校評議員） 

第13条の３ （略） 第13条の３ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前項の規定にかかわらず、二宮町学校運営協議会規則（平成30年二宮町教育委員会

規則第 号）第３条の規定により学校運営協議会を設置する学校においては、学校評

議員を置かないこととする。 

 

  

 

（職の発令） （職の発令） 

第20条 第13条の２の規定により設けられた職は、教諭又は養護教諭又は栄養教諭のう

ちから、第14条から前条までの規定により設けられた職は、学校栄養職員又は事務職

員のうちから神奈川県教育委員会が任命する。 

 

第20条 第13条の２の規定により設けられた職は、教諭又は養護教諭のうちから、第14

条から前条までの規定により設けられた職は、学校栄養職員又は事務職員のうちから

任命権者が任命する。 

 

（企画会議） （企画会議） 

第20条の３ （略） 第20条の３ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 企画会議は、校長、教頭、第13条の２第２項に掲げる職務を行う総括教諭及び校長 ４ 企画会議は、校長、教頭、第13条の２第３項各号に掲げる職務を行う総括教諭及び



 

3 

改正後 改正前 

が必要と認める者により構成する。 校長が必要と認める者により構成する。 

５ 前各号に規定するもののほか、企画会議について必要な事項は、校長が定める。 

 

５ 前４項に規定するもののほか、企画会議について必要な事項は、校長が定める。 

 

（学校事務連携組織）  

第23条 教育委員会は、学校事務の連携強化を図るため、学校事務連携組織（以下「事

務連携組織」という。）を置くことができる。 

  

２ 教育委員会は、事務連携組織の取りまとめを行うものを指名するものとする。   

３ 前２項に定めるもののほか、事務連携組織の設置及び運営に関しては、教育長が別

に定める。 

 

  

 

（勤務時間の割振り） （勤務時間の割振り） 

第24条 （略） 第22条の２ （略） 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（週休日等の振替） （週休日等の振替） 

第24条の２ （略） 

 

第22条の３ （略） 

 

（休暇） （休暇） 

第25条 （略） 

 

第23条 （略） 

 

（出張） （出張） 

第26条 （略） 第24条 （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

  

 

第６章 施設、設備等の管理 

 

（施設等の管理） （施設等の管理） 

第27条 （略） 第25条 （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（施設等の利用） （施設等の利用） 

第28条 （略） 第26条 （略） 
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改正後 改正前 

  

（施設等の滅失、毀損） （施設等の滅失、き損） 

第29条 校長は、学校の施設又は、設備の全部又は一部が滅失又は毀損したときは、速

やかに教育長に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

第27条 校長は、学校の施設又は、設備の全部又は一部が滅失又はき損したときは、速

やかに教育長に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

（防災及び安全管理の計画、分担） （防災及び安全管理の計画、分担） 

第30条 （略） 第28条 （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（宿日直等） （宿日直等） 

第31条 （略） 第29条 （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（施設等の報告） （施設等の報告） 

第32条 （略） 

 

第30条 （略） 

 

  

 

第７章 補則 

 

 （事故の報告） 

第33条 （略） 

 

第31条 （略） 

 

（実施規定） （実施規定） 

第34条 （略） 

 

第32条 （略） 

 

 



議案第 19号 

 

二宮町学校運営協議会規則の制定について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

町立小・中学校に学校運営協議会を設置するため、必要な事項を定めるため、提案す

る。 
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   二宮町学校運営協議会規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法

律第 162号）第 47条の６の規定に基づき設置する学校運営協議会（以下「協

議会」という。）の設置に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（趣旨） 

第２条 協議会は、学校運営及び当該運営への必要な支援に関して二宮町教育

委員会（以下「教育委員会」という。）及び校長の権限と責任の下、保護者及

び地域住民等の学校運営への参画並びに地域住民等による学校運営への支援

を促進することにより、学校と保護者及び地域住民等との信頼関係を深め、一

体となって学校運営の改善並びに児童生徒の健全育成に取り組むものとする。 

（設置等） 

第３条 教育委員会は、前条の趣旨が達成できると認められる学校について、協

議会を設置することができる。ただし、小中一貫教育を施す場合その他、教育

委員会が二以上の学校の運営に関し相互に密接な連携を図る必要があると認

める場合には、二以上の学校について一の協議会を設置することができる。 

２ 協議会の設置に当たっては、各学校の保護者、地域住民及び校長の意見を反

映するよう努めるものとする。 

（学校運営に関する基本的な方針の承認） 

第４条 前条第１項の規定により協議会を設置する学校（以下「設置学校」とい

う。）の校長は、次に掲げる事項について、毎年度基本的な方針を作成し、協

議会の承認を得るものとする。 

（１） 教育課程の編成に関すること。 

（２） 学校経営計画に関すること。 

（３） 組織編制に関すること。 

（４） 学校予算の執行に関すること。 
（５） 施設管理及び施設設備等の整備に関すること。 

２ 設置学校の校長は、前項において承認された基本的な方針に従って学校運

営を行うものとする。 

（学校運営に関する意見の申出） 

第５条 協議会は、前条第１項各号に掲げる事項のほか、当該設置学校の運営全
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般について、教育委員会又は校長に対して意見を述べることができる。 

２ 協議会は、当該設置学校の職員の採用その他の任用に関する事項について、

その職員の任命権者に対して意見を述べることができる。この場合において、

当該職員が県費負担教職員であるときは、教育委員会を経由するものとする。 

３ 協議会は、前項の規定により意見を述べる場合は、あらかじめ校長の意見を

聴取するものとする。 

 （学校運営等に関する評価及び情報提供） 

第６条 協議会は、毎年１回以上、当該設置学校の運営状況について評価を行う

ものとする。 

２ 協議会は、保護者、地域住民等に対し、設置学校の運営及び当該運営への必

要な支援に関する協議の結果に関する情報を積極的に提供するよう努めなけ

ればならない。 

 （学校支援の促進） 

第７条 協議会は、当該設置学校の運営について、保護者、地域住民等の理解、

協力、参画等が促進されるよう努めるものとする。 

２ 協議会は、当該設置学校の教育活動に対する保護者、地域住民等の積極的な

理解、協力、参画及び支援が促進されるよう努めるものとする。 

 （委員の構成等） 

第８条 協議会の委員は、15 名以内とし、次に掲げる者のうちから、教育委員

会が任命する。 

（１） 保護者 

（２） 地域住民 

（３） 当該設置学校の運営に資する活動を行う者 

（４） 当該設置学校の校長 

（５） 学識経験者 

（６） 関係行政機関の職員 

（７） その他教育委員会が適当と認める者 

２ 設置学校の校長は、委員を推薦することができる。 

３ 教育委員会は、設置学校の校長から申し出があったときは、第１項の委員の

任命について、当該校長から意見を聴くものとする。 

４ 委員に欠員が生じた場合は、教育委員会は、速やかに新たな委員を任命する

ものとする。 

５ 委員は、地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第３条第３項に定める非

常勤の特別職の地方公務員の身分を有する。 

 （守秘義務） 

第９条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職務を退いた
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後も同様とする。 

２ 前項のほか、委員は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

（１）委員たるにふさわしくない行為を行うこと。 

（２）委員としての地位を営利行為、政治活動、宗教活動等に不当に利用するこ

と。 

（３）その他、協議会及び設置学校の運営に著しく支障をきたす言動を行うこ

と。 

 （委員の任期） 

第 10条 委員の任期は、任命の日からその任命の日の属する年度の末日までと

する。ただし、再任を妨げない。 

２ 任期途中の委員の交代等に伴う後任委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 （報酬等） 

第 11条 委員の報酬等については、特別職員報酬費用弁償の額並びに支給方法

条例（昭和 31年二宮町条例第 60号）の規定による。 

 （会長及び副会長） 

第 12条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により、選出する。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、そ

の職務を行う。 

 （会議） 

第 13条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長と

なる。ただし緊急を要する場合においては、この限りでない。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決する

ところとする。 

 （部会） 

第14条 協議会は、当該設置学校における教育活動の改善及び充実を図るため、

部会を置くものとする。 

２ 部会の運営その他部会に関し必要な事項は、別に定める。 

 （会議の公開） 

第 15条 会議は、原則として公開とする。ただし、会議の内容が児童生徒の個

人情報に関わるものである等、会議を公開することが適当でないと認められ

るときは、非公開とすることができる。 

 （研修等） 

第 16条 教育委員会は、委員に対して、協議会の役割及び責任並びに委員の役



4 

 

割及び責任等について正しい理解を得るため、必要な研修等を行うものとす

る。 

 （指導及び助言） 

第 17条 教育委員会は、協議会の運営状況について的確な把握を行い、必要に

応じて指導及び助言を行うものとする。 

２ 教育委員会及び設置学校の校長は、協議会が適切な合意形成を行うことが

できるよう、必要な情報提供に努めなければならない。 

 （委員の解任） 

第 18条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する場合は、委員を解任す

ることができる。 

（１） 本人から辞任の申し出があった場合 

（２） 第９条の規定に違反した場合 

（３） その他、解任に相当する事由が認められる場合 

 （委任） 

第19条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営等について必要な事項は、

教育長が別に定める。 

 

附 則 

 この規則は、平成 30年４月１日から施行する。 



議案第 18号 

 

二宮町立小学校及び中学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

学校教育法及び、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、規則を改

めるため提案する。 

 

 



議案第 19号 

 

二宮町学校運営協議会規則の制定について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

町立小・中学校に学校運営協議会を設置するため、必要な事項を定めるため、提案す

る。 

 



議案第 20号 

 

二宮町生涯学習センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規

則について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

二宮町生涯学習センターの設置及び管理に関する条例の改正に伴い、必要な事項を改

めるため提案する。 

 

 



議案第 21号 

 

二宮町体育施設の設置、管理等に関する条例施行規則の一部を改正する規則について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

二宮町体育施設の設置、管理等に関する条例の改正に伴い、必要な事項を改めるため

提案する。



議案第 22号 

 

二宮町社会教育委員条例施行規則の制定について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

二宮町社会教育委員条例の施行あたり必要な事項を定めるため、提案する。 
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二宮町生涯学習センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規    

則 

 

二宮町生涯学習センターの設置及び管理に関する条例施行規則（平成12年二宮町教育委

員会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第21条」を「第17条」に改める。 

第２条第１項中「第７条第１項」を「第３条第１項」に改める。 

第６条中「第７条」を「第３条」に改める。 

第８条中「第12条」を「第８条」に改める。 

第９条中「第13条」を「第９条」に改める。 

第11条中「第14条」を「第10条」に改める。 

第12条中「第９条」を「第５条」に改める。 

第14条及び第15条を削り、第16条を第14条とする。 

 

附 則 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 
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二宮町生涯学習センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則の新旧対照表  

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、二宮町生涯学習センターの設置及び管理に関する条例（平成12年

二宮町条例第６号。以下「条例」という。）第17条の規定に基づき、条例の施行に関

し必要な事項を定めるものとする。 

 

第１条 この規則は、二宮町生涯学習センターの設置及び管理に関する条例（平成12年

二宮町条例第６号。以下「条例」という。）第21条の規定に基づき、条例の施行に関

し必要な事項を定めるものとする。 

 

（使用の申請） （使用の申請） 

第２条 条例第３条第１項の規定により二宮町生涯学習センター（以下「センター」と

いう。）の使用許可を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、その施設及

び付帯設備等（以下「施設等」という。）の区分に従い、二宮町生涯学習センター使

用申請書（第１号様式）を二宮町教育委員会（以下「教育委員会」という。）に提出

しなければならない。なお、使用申請書提出に先立ち電話により使用の仮予約（以下

「仮予約」という。）をすることができる。 

第２条 条例第７条第１項の規定により二宮町生涯学習センター（以下「センター」と

いう。）の使用許可を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、その施設及

び付帯設備等（以下「施設等」という。）の区分に従い、二宮町生涯学習センター使

用申請書（第１号様式）を二宮町教育委員会（以下「教育委員会」という。）に提出

しなければならない。なお、使用申請書提出に先立ち電話により使用の仮予約（以下

「仮予約」という。）をすることができる。 

２～４ （略） 

 

２～４ （略） 

 

（使用の変更又は取消しの申請等） （使用の変更又は取消しの申請等） 

第６条 条例第３条の規定により、使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）

が使用の内容を変更しようとするとき又は使用許可の取消しを申請しようとするとき

は、使用日の前日までに二宮町生涯学習センター使用変更・取消申請書（第３号様

式）を教育委員会に提出しなければならない。 

 

第６条 条例第７条の規定により、使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）

が使用の内容を変更しようとするとき又は使用許可の取消しを申請しようとするとき

は、使用日の前日までに二宮町生涯学習センター使用変更・取消申請書（第３号様

式）を教育委員会に提出しなければならない。 

 

（町内使用料の適用） （町内使用料の適用） 

第８条 条例第８条第１項別表１に定める町内使用料の適用を受けようとする者は、教

育委員会に適用を受けられることを証明する書面等を提示し、確認を受けなければな

らない。 

 

第８条 条例第12条第１項別表１に定める町内使用料の適用を受けようとする者は、教

育委員会に適用を受けられることを証明する書面等を提示し、確認を受けなければな

らない。 

 

（使用料の減免） （使用料の減免） 

第９条 使用料は、条例第９条の規定に基づき次の基準により減免するものとする。 第９条 使用料は、条例第13条の規定に基づき次の基準により減免するものとする。 

項目 

減免割合 

ホール 
付帯設備

等 

その他施設

（展示ギャ

展示ギャラ

リー１ 

展示ギャ

ラリー２ 

イベント

広場 

項目 

減免割合 

ホール 
付帯設備

等 

その他施設

（展示ギャ

展示ギャラ

リー１ 

展示ギャ

ラリー２ 

イベント

広場 
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改正後 改正前 

ラリー及び

イべント広

場を除く） 

条例第９条第１号に該

当するとき。 

減免しな

い 
免除 免除 免除 免除 免除 

条例第９条第２号から

第５号に該当すると

き。ただし、営業又は

これに類する目的で使

用する場合及び入場料

等を徴収した場合は、

減免しない。 

減免しな

い 

減免しな

い 
免除 ― ― 免除 

条例第９条第６号に該

当するとき。ただし、

営業又はこれに類する

目的で使用する場合及

び入場料等を徴収した

場合は、減免しない。 

― ― ― 

100分の50免

除 （ た だ

し、引き続

き翌日も使

用するため

に閉鎖した

状態で使用

する場合の

夜間使用料

は100分の100

免除） 

100 分の

50免除 
― 

条例第９条第７号に該

当するとき。 
― ― ― ― ― 免除 

条例第９条第８号に該

当するとき。 
― 

100 分の

50免除 
― ― ― ― 

（略） 
 

ラリー及び

イべント広

場を除く） 

条例第13条第１号に該

当するとき。 

減免しな

い 
免除 免除 免除 免除 免除 

条例第13条第２号から

第５号に該当すると

き。ただし、営業又は

これに類する目的で使

用する場合及び入場料

等を徴収した場合は、

減免しない。 

減免しな

い 

減免しな

い 
免除 ― ― 免除 

条例第13条第６号に該

当するとき。ただし、

営業又はこれに類する

目的で使用する場合及

び入場料等を徴収した

場合は、減免しない。 

― ― ― 

100分の50免

除 （ た だ

し、引き続

き翌日も使

用するため

に閉鎖した

状態で使用

する場合の

夜間使用料

は100分の100

免除） 

100 分の

50免除 
― 

条例第13条第７号に該

当するとき。 
― ― ― ― ― 免除 

条例第13条第８号に該

当するとき。 
― 

100 分の

50免除 
― ― ― ― 

（略） 
 

備考 減免後の使用料に10円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。 備考 減免後の使用料に10円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。 

２ 条例第９条第２号から第６号の規定により料金の減免を受けようとする者は、教育

委員会に減免を受けられることを証明する書面等を提示し、確認を受けなければなら

２ 条例第13条第２号から第６号の規定により料金の減免を受けようとする者は、教育

委員会に減免を受けられることを証明する書面等を提示し、確認を受けなければなら
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改正後 改正前 

ない。 

 

ない。 

 

（使用料の還付） （使用料の還付） 

第11条 条例第10条ただし書の規定に基づき次の基準により使用料を還付するものとす

る。 

第11条 条例第14条ただし書の規定に基づき次の基準により使用料を還付するものとす

る。 

（略） 
 

（略） 
 

備考 還付する額に10円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げる。 

 

備考 還付する額に10円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げる。 

 

（使用許可の取消し等） （使用許可の取消し等） 

第12条 条例第５条第１項の規定により、教育委員会が使用許可を取消し、又は使用を

中止させ、若しくは変更させるときは、二宮町生涯学習センター使用許可取消・中

止・変更決定通知書（第５号様式）を使用者に交付する。 

 

第12条 条例第９条第１項の規定により、教育委員会が使用許可を取消し、又は使用を

中止させ、若しくは変更させるときは、二宮町生涯学習センター使用許可取消・中

止・変更決定通知書（第５号様式）を使用者に交付する。 

 

 （生涯学習センター運営審議会） 

  第14条 条例第３条の規定による二宮町生涯学習センター運営審議会（以下「審議会」

という。）に会長及び副会長を置く。 

  ２ 会長及び副会長は、委員の互選により選出する。 

  ３ 会長は、審議会を代表し、議事その他の会務にあたる。 

  ４ 副会長は、会長を補佐し会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

  

 

５ 条例第５条の規定による委員の委嘱に当たっては、二宮町社会教育委員条例（昭和

33年条例第25号）で設置する社会教育委員をもって、これに充てることができる。 

 

 （会議） 

  第15条 審議会の会議は、必要に応じて会長が招集する。 

  ２ 会長は、会議の議長となる。 

  

 

３ 議事は委員の過半数をもって決し、可否同数のときは会長が決する。 

 

（委任） （委任） 

第14条 （略） 

 

第16条 （略） 

 

 



議案第 18号 

 

二宮町立小学校及び中学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

学校教育法及び、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、規則を改

めるため提案する。 

 

 



議案第 19号 

 

二宮町学校運営協議会規則の制定について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

町立小・中学校に学校運営協議会を設置するため、必要な事項を定めるため、提案す

る。 

 



議案第 20号 

 

二宮町生涯学習センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規

則について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

二宮町生涯学習センターの設置及び管理に関する条例の改正に伴い、必要な事項を改

めるため提案する。 

 

 



議案第 21号 

 

二宮町体育施設の設置、管理等に関する条例施行規則の一部を改正する規則について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

二宮町体育施設の設置、管理等に関する条例の改正に伴い、必要な事項を改めるため

提案する。



議案第 22号 

 

二宮町社会教育委員条例施行規則の制定について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

二宮町社会教育委員条例の施行あたり必要な事項を定めるため、提案する。 
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   二宮町体育施設の設置、管理等に関する条例施行規則の一部を改正する 

規則 

 

 二宮町体育施設の設置、管理等に関する条例施行規則の一部を次のように改

正する。 

 第３条を次のように改める。 

 （利用の申請） 

 第３条 条例第３条の規定により体育施設を利用しようとするものは、次の

各号に定める期日までに利用申請書（第１号様式）を二宮町教育委員会（以

下「教育委員会」という。）に提出しなければならない。 

 （１） 町営山西プール、二宮町立体育館、二宮町民運動場及び二宮町民温水 

プールを利用しようとするものは、利用期日の属する２か月前の１日か

ら利用期日前５日までに利用申請書を提出しなければならない。 

 （２） 二宮町ラディアンテニスコート及び二宮町緑が丘テニスコートを利 

用しようとするものは、利用期日の属する月の１か月前から利用期日ま 

でに利用申請書を提出しなければならない。 

 （３） その他教育委員会が認める期日。 

 ２ 条例第２条の体育施設の利用申請書の受付時間は、次の各号に定める時

間とする。 

 （１） 二宮町立体育館及び二宮町民温水プールの受付時間は、条例第５条に

定める利用時間の終了 30 分前とする。 

 （２） 二宮町民運動場の受付時間は、午前９時から午後５時までとする。 

 （３） 町営山西プール、二宮町ラディアンテニスコート及び二宮町緑が丘テ 

ニスコートの受付時間は、二宮町生涯学習センター設置及び管理に関す

る条例（平成 12 年二宮町条例第６号）第６条に定める二宮町生涯学習

センターの休館日を除く、午前９時から午後５時までとする。 

 第４条第２項中「交付を受けなければならない」を「交付を受けることで承認

されたものとみなす」に改める。 

 第６条第２項中「別表第３中」を「別表第３の２中」に改める。 

第９条に次の２項を加える。 

２ 条例第８条ただし書の規定による使用料の還付することができる場合は、

年間パスポート購入者、かつ、次の各号のいずれかに該当するときとする。 
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（１） 災害等により、１月以上継続して利用できないとき。 

（２） 施設閉鎖等使用者の責に帰することのできない理由により、１月以 

上継続して利用できないとき。 

（３） その他教育委員会が特別に認めるとき。 

３ 条例第８条ただし書の規定により使用料を還付することができる金額は、

条例第６条第１項に規定する金額を 12 で除した金額に、使用に供することがで

きなかった月数を乗じて得た金額とする。ただし、１月に満たない日数は、切り

捨てるものとする。 

 第 11 条第６号中「トレーニングルーム」を「二宮町立体育館トレーニングル

ーム」に改め、「、多目的ルーム」を削る。 

 第１号様式を次のように改める。 
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第１号様式（第３条関係） 

二宮町体育施設利用申請書                

年  月  日   

   二宮町教育委員会教育長     殿 

申請者 住 所           

団体名           

氏 名           

電 話           

  次のとおり二宮町体育施設の利用を申し込みます。       付属用紙有 □ 

利 用 目 的  

利 用 日 年  月  日（  曜日） 

利 用 人 数 男   人 ・ 女   人 計   人（町内  人  町外  人） 

区分 
施設名 

使 用 時 間 付  属  設  備 使用料 

テ
ニ
ス
コ
ー
ト 

□ 
ラディアン 
（ダブルス・シングルス） 

時～  時 

□ テニス用具 
□ その他 
 
 
 

円 
 
 
 
 

□ 
緑が丘 
（Ａ・Ｂ・Ｃ） 

二
宮
町
立
体
育
館 

□ 体育室（Ａ・Ｂ） 時～  時 □ バスケットボール用具 
□ バレーボール用具 
□ バドミントン用具 
□ 体操用具 
□ 卓球用具 
□ その他（     ） 

円 
 

□ 多目的室 時～  時 
円 
 

□ 会議室 時～  時 
円 
 

二
宮
町
民
運
動
場 

□ グラウンド 時～  時 
□ 野球用具 
□ サッカー用具 
□ その他（     ） 

円 
 
 

□ 照明施設 時～  時 

□ 全 部 点 灯 円 

□ ７ 割 点 灯 円 

□ ６ 割 点 灯 円 

プ
ー
ル 

□ 

 

□ 

山西プール 

（１コース・全コース） 

温水プール 

（１コース・全コース・

幼児用・多目的ルーム） 

時～  時 
□ 水泳用具 

□ その他 

円 
 

使   用   料   計 円 

備考 

 

  上記二宮町体育施設の利用にあたり、次のとおり使用料の減免を申請します。 

使 合計施設使用料 円 申 □条例施行規則第７条第１項第  号に該当する



4 

 

用

料 

減 免 額 円 請

理

由 

ため免除を申請 

□条例施行規則第７条第２項第  号に該当する

ため減額を申請 
減免後使用料 円 

 (注)１ □の欄は該当するものにレ印を記入して下さい。 
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（付属） 

 

二宮町体育施設利用申請書                

（付属用紙） 

申請者 団体名            

氏 名            

利用日 曜日 利用時間 利用目的 減免額 使用料 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  円 円 

合    計 円 円 

減 免 後 使 用 料 円 
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 第３号様式を次のように改める。 

 第３号様式（第９条関係） 

二宮町体育施設使用料還付申請書 

年  月  日   

   二宮町教育委員会教育長     殿 

申請者 住 所            

氏 名          印 

電 話            

  次のとおり二宮町体育施設使用料の還付を申請します。 

有 効 期 間     年  月  日 ～     年  月  日 

利 用 施 設  

還 付 理 由  

還 付 申 請 額  
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第４号様式を次のように改める。 

第４号様式（第６条関係） 

  

No. 

二宮町立体育館入場券控 

 大人・子ども 

  入場料     円 

発行年月日 

 

 

  

二宮町立体育館入場券  № 

 大人・子ども 

        入場料       円   

 入場年月日     入場時間  ：    

   （本券で２時間の入場ができます。） 

キ

リ

ト

リ 
  

No. 

二宮町民運動場入場券控 

 大人・子ども 

  入場料     円 

発行年月日 

  

二宮町民運動場入場券  № 

 大人・子ども 

        入場料       円   

 入場年月日 

 

キ

リ

ト

リ 
  

No. 

町営山西プール入場券控 

 大人・子ども 

  入場料     円 

発行年月日 

 

 

  

町営山西プール入場券  № 

 大人・子ども 

        入場料       円   

 入場年月日 

 

 

キ

リ

ト

リ 
  

 

No.         年  月  日 

  

No.         年  月  日 

キ

リ

ト

リ 

プール入場券 大人障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

プール入場券 大人障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

  

 

No.         年  月  日 

  

No.         年  月  日 

キ

リ

ト

リ 

プール入場券  大人障がい者付添い者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

プール入場券  大人障がい者付添い者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 
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No.         年  月  日 

  

No.         年  月  日 

キ

リ

ト

リ 

プール入場券 子ども障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

プール入場券 子ども障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

  

 

  

 
 

No          ・  ・   

プール入場券 大人 

１人１回当日限り有効 

              円  

二宮町民温水プール 

  

No          ・  ・   

プール入場券 大人 

１人１回当日限り有効 

            円 

二宮町民温水プール 

キ

リ

ト

リ 
  

No          ・  ・   

プール入場券 子ども 

１人１回当日限り有効 

            円 

二宮町民温水プール 

  

No          ・  ・   

プール入場券 子ども 

１人１回当日限り有効 

            円  

二宮町民温水プール 

キ

リ

ト

リ 
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二宮町教育委員会        印 

第６号様式を次のように改める 

第６号様式（第６条関係） 

表 
 

 二宮町立体育館トレーニングルーム 年間パスポート Ｎｏ． 

     

 

 

裏 
 

◆ご利用上の注意◆ 

 

 ◆ 本券は、表面に記載の有効期限までの間 

  同面に記載のご本人様１名が利用できます。 

 ◆ ご利用の際は、本券を係員にはっきりとご提示 

  ください。 

 ◆ 本券の払い戻しはいたしません。 
 

                       発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写 
 
 

 
 

真 

迄 

様 
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二宮町教育委員会        印 

月 日 

第７号様式を次のように改める。 

第７号様式（第６条関係） 

 表 
 

 二宮町民温水プール 年間パスポート Ｎｏ． 

      

   

 

裏 
 

◆ご利用上の注意◆ 

 

 ◆ 本券は、表面に記載の有効期限までの間 

  同面に記載のご本人様１名が利用できます。 

 ◆ ご利用の際は、本券を係員にはっきりとご提示 

  ください。 

 ◆ 本券の払い戻しはいたしません。 
 

                       発行 

 

   附 則 

 この規則は、平成 30 年７月１日から施行する。ただし、第３条の改正規定は、

平成 30 年４月１日から施行する。 

 

 （準備行為） 

２ この規則による改正後の二宮町体育施設の設置、管理等に関する条例施

行規則（以下この項において「改正後の規則」という。）第３条に規定する利

用の申請その他の改正後の規則を施行するために必要な準備行為は、この規

則の施行の日前に行うことができる。 

写 
 
 

 
 

真 

迄 

様 
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二宮町体育施設の設置、管理等に関する条例施行規則の一部を改正する規則の新旧対照表

改正後 改正前 

（利用の申請） 

第３条 条例第３条の規定により体育施設を利用しようとするものは、次の各号に定め

る期日までに利用申請書（第１号）を二宮町教育委員会（「教育委員会」）に提出しな

ければならない。 

 （１） 町営山西プール、二宮町立体育館、二宮町民運動場及び二宮町民温水プールを

利用しようとするものは、利用期日の属する２か月前の１日から利用期日前５日

までに利用申請書を提出しなければならない。 

 （２） 二宮町ラディアンテニスコート及び二宮町緑が丘テニスコートを利用しようと

するものは、利用期日の属する月の１か月前から利用期日までに申請書を提出し

なければならない。 

 （３） その他教育委員会が認める期日。 

２ 条例第２条の体育施設の利用申請書の受付時間は、次の各号に定める時間とする。 

（１） 二宮町立体育館及び二宮町民温水プールの受付時間は、条例第５条に定める利

用時間の終了30分前とする。 

 （２） 二宮町民運動場の受付時間は、午前９時から午後５時とする。 

 （３） 町営山西プール、二宮町ラディアンテニスコート及び二宮町緑が丘テニスコ 

ートの受付時間は、二宮町生涯学習センター設置及び管理に関する条例（平成12

年二宮町条例第６号）第６条に定める二宮町生涯学習センターの休館日を除く、

午前９時から午後５時までとする。 

 

第４条 （略） 

２ 一般利用をしようとするものは、条例第６条第３項の規定に基づく入場券及び同条

第４項に基づく利用券の交付を受けることで承認されたものとみなす 

 

（利用券等の提示） 

第６条 （略） 

２ 条例第６条別表第３の２中、年間パスポート（第６号様式又は第７号様式）を購入

した一般利用者は、利用の際係員に提示してから利用しなければならない。 

 

（利用の申請） 

第３条 条例第３条の規定により体育施設を利用（テニスコート以外の一般利用を除

く。）しようとするものは、利用期日の属する月の２か月前の１日から利用期日前５

日までに利用申請書（第１号様式）を二宮町教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）に提出しなければならない。ただし、テニスコートを利用しようとする者は、

利用期日の属する１か月前から利用期日までに利用申請書（第１号様式）を教育委員

会に提出しなければならない。なお、教育委員会が認めた場合はこの限りでない。 

 

 

 

 

２ 条例第２条の体育施設の利用申請書の受付時間は、条例第５条別表２に定める利用

時間の終了30分前とする。ただし、二宮町民運動場の受付時間は午前９時から午後

５時、テニスコートの受付時間は、二宮町生涯学習センターの設置及び管理に関する

条例（平成12年二宮町条例第６号）第10条に定める二宮町生涯学習センターの休館

日を除く、午前９時から午後５時までとする。 

 

 

 

 

第４条 （略） 

２ 一般利用をしようとするものは、条例第６条第３項の規定に基づく入場券及び同条

第４項に基づく利用券の交付を受けなければならない 

 

（利用券等の提示） 

第６条 （略） 

２ 条例第６条別表第３中、年間パスポート（第６号様式又は第７号様式）を購入した

一般利用者は、利用の際係員に提示してから利用しなければならない。 
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改正後 改正前 

（使用料の還付） 

第９条 （略） 

２ 条例第８条ただし書の規定による使用料の還付することができる場合は、年間パス

ポート購入者かつ次の各号のいずれかに該当するときとする。 

（１） 災害等により、１月以上継続して利用できないとき。 

（２） 施設閉鎖等使用者の責に帰することのできない理由により、１月以上継続して

利用できないとき。 

（３） その他教育委員会が特別に認めるとき。 

３ 条例第８条ただし書の規定により使用料を還付することができる金額は、条例第６

条第１項に規定する金額を12で除した金額に使用に供することができなかった月数を乗

じた金額とする。ただし、１月に満たない日数は、切り捨てるものとする。 

 

（遵守事項） 

第 11条 （略） 

 （１）～（５） （略） 

 （６） 二宮町立体育館トレーニングルームの利用者は、高校生以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（使用料の還付） 

第９条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（遵守事項） 

第11条 （略） 

（１）～（５） （略） 

（６） トレーニングルーム、多目的ルームの利用者は、高校生以上とする 
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改正後 改正前 

第１号様式 

二宮町体育施設利用申請書                

年  月  日   

   二宮町教育委員会教育長     殿 

申請者 住 所           

団体名           

氏 名           

電 話           

  次のとおり二宮町体育施設の利用を申し込みます。       付属用紙有 □ 

利 用 目 的  

利 用 日 年  月  日（  曜日） 

利 用 人 数 男   人 ・ 女   人 計   人（町内  人  町外  人） 

区分 
施設名 

使 用 時 間 付 属 設 備 使用料 

テ
ニ
ス
コ
ー
ト 

□ 
ラディアン 
（ダブルス・シング
ルス） 時～  時 

□ テニス用具 
□ その他 
 
 
 

円 
 
 
 
 

□ 
緑が丘 
（Ａ・Ｂ・Ｃ） 

二
宮
町
立
体
育
館 

□ 
体育室（Ａ・

Ｂ） 
時～  時 □ バスケットボール用具 

□ バレーボール用具 
□ バドミントン用具 
□ 体操用具 
□ 卓球用具 
□ その他（     ） 

円 
 

□ 多目的室 時～  時 
円 
 

□ 会議室 時～  時 
円 
 

二
宮
町
民
運
動
場 

□ グラウンド 時～  時 
□ 野球用具 
□ サッカー用具 
□ その他（     ） 

円 
 
 

□ 照明施設 時～  時 

□ 全 部 点 灯 円 

□ ７ 割 点 灯 円 

□ ６ 割 点 灯 円 

第１号様式 

二宮町体育施設利用申請書                

年  月  日   

   二宮町教育委員会教育長     殿 

申請者 住 所           

団体名           

氏 名           

電 話           

  次のとおり二宮町体育施設の利用を申し込みます。       付属用紙有 □ 

利 用 目 的  

利 用 日 年  月  日（  曜日） 

利 用 人 数 男   人 ・ 女   人 計   人（町内  人  町外  人） 

区分 
施設名 

使 用 時 間 付 属 設 備 使用料 

テ
ニ
ス
コ
ー
ト 

□ 
ラディアン 
（ダブルス・シング
ルス） 時～  時 

□ テニス用具 
□ その他 
 
 
 

円 
 
 
 
 

□ 
緑が丘 
（Ａ・Ｂ・Ｃ） 

二
宮
町
立
体
育
館 

□ 
体育室（Ａ・

Ｂ） 
時～  時 

□ バスケットボー
ル用具 
□ バレーボール用
具 
□ バドミントン用
具 
□ 体操用具 
□ 卓球用具 
□ その他（   
  ） 

円 
 

□ 多目的室 時～  時 
円 
 

□ 会議室 時～  時 
円 
 

二
宮
町
民
運

動
場 

□ グラウンド 時～  時 

□ 野球用具 
□ サッカー用具 
□ その他（   
  ） 

円 
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改正後 改正前 

プ
ー
ル 

□ 

 

□ 

山西プール

（１コース・ 

全コース） 

温水プール 

（１コース・全

コース・幼児

用・多目的ルー

ム） 

時～  時 
□ 水泳用具 

□ その他 

円 
 

使   用   料   計 円 

備考 

 

  上記二宮町体育施設の利用にあたり、次のとおり使用料の減免を申請します。 

使

用

料 

合計施設使用料 円 
申

請

理

由 

□条例施行規則第７条第１項第  号に該

当するため免除を申請 

□条例施行規則第７条第２項第  号に該

当するため減額を申請 

減 免 額 円 

減免後使用料 円 

 (注)１ □の欄は該当するものにレ印を記入して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 照明施設 時～  時 

□ 全 部 点 灯 円 

□ ７ 割 点 灯 円 

□ ６ 割 点 灯 円 

プ
ー
ル 

□ 

 

□ 

山西プール 

温水プール 
時～  時 

□ 水泳用具 

□ その他 

円 
 

使   用   料   計 円 

備考 

 

  上記二宮町体育施設の利用にあたり、次のとおり使用料の減免を申請します。 

使

用

料 

合計施設使用料 円 
申

請

理

由 

□条例施行規則第７条第１項第  号に該

当するため免除を申請 

□条例施行規則第７条第２項第  号に該

当するため減額を申請 

減 免 額 円 

減免後使用料 円 

 (注)１ □の欄は該当するものにレ印を記入して下さい。 
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改正後 改正前 

（付属） 

 

二宮町体育施設利用申請書                

（付属用紙） 

申請者 団体名            

氏 名            

利用日 
曜

日 
利用時間 利用目的 減免額 使用料 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

（付属） 

 

二宮町体育施設利用申請書                

（付属用紙） 

申請者 団体名            

氏 名            

利用日 
曜

日 
利用時間 利用目的 減免額 使用料 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  円 円 
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改正後 改正前 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

合    計 
円 円 

減 免 後 使 用 料 
円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

日  時～  時  
円 円 

合    計 
円 円 

減 免 後 使 用 料 
円 
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改正後 改正前 

第３号様式（第９条関係） 

二宮町体育施設使用料還付申請書 

年  月  日   

   二宮町教育委員会教育長     殿 

申請者 住 所            

氏 名          印 

電 話            

  次のとおり二宮町体育施設使用料の還付を申請します。 

有 効 期 間   年 月 日 ～  年 月 日 

利 用 施 設  

還 付 理 由  

還 付 申 請 額  

  

  

 

 

 

第３号様式（第９条関係） 

二宮町体育施設使用料還付申請書 

年  月  日   

   二宮町教育委員会教育長     殿 

申請者 住 所            

団体名            

氏 名        印   

電 話            

  次のとおり二宮町体育施設使用料の還付を申請します。 

利 用 目 的  

利 用 日 時 

      年   月   日 

午 前
後
 時 分から 午 前

後
 時 分まで 

利 用 施 設  

利 用 附 属 設 備  

還 付 理 由  
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改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既納使用料納入日     年   月   日 納入 

還 付 申 請 額  
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改正後 改正前 

第４号様式（第６条関係） 

No. 

二宮町立体育館入場券控 

 大人・子ども 

  入場料     円 

発行年月日 

キ

リ

ト

リ 

二宮町立体育館入場券  № 

 大人・子ども 

        入場料    円 

 入場年月日   入場時間  ： 

 （本券で２時間の入場ができます。） 

No. 

二宮町民運動場入場券控 

 大人・子ども 

  入場料     円 

発行年月日 

キ

リ

ト

リ 

二宮町民運動場入場券  № 

 大人・子ども 

       入場料     円  

 入場年月日 

   

No. 

町営山西プール入場券控 

 大人・子ども 

  入場料     円 

発行年月日 

キ

リ

ト

リ 

町営山西プール入場券  № 

 大人・子ども 

        入場料    円  

 入場年月日 

 

No.  年  月  日 キ

リ

ト

リ 

No.   年  月  日 

プール入場券 大人障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

プール入場券 大人障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

 

第４号様式（第６条関係） 

No. 

二宮町立体育館入場券控 

 大人・こども 

  入場料     円 

発行年月日 

キ

リ

ト

リ 

二宮町立体育館入場券  № 

 大人・こども 

        入場料    円 

 入場年月日   入場時間  ： 

 （本券で２時間の入場ができます。） 

No. 

二宮町民運動場入場券控 

 大人・こども 

  入場料     円 

発行年月日 

キ

リ

ト

リ 

二宮町民運動場入場券  № 

 大人・こども 

       入場料     円  

 入場年月日 

   

No. 

町営山西プール入場券控 

 大人・こども 

  入場料     円 

発行年月日 

キ

リ

ト

リ 

町営山西プール入場券  № 

 大人・こども 

        入場料    円  

 入場年月日 

 

 

No.    年  月  日 
切

り

取

り 

No.      年  月  日 

プール入場券 大人障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

プール入場券 大人障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 
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改正後 改正前 

No.       年  月  日 キ

リ

ト

リ 

No.     年  月  日 

プール入場券 大人障がい者付添い者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

プール入場券 大人障がい者付添い者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

 

No.       年  月  日 キ

リ

ト

リ 

No.  

   
    年  月  日 

プール入場券 子ども障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

プール入場券 子ども障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N o .  

    
 年  月  日 切

り

取

り 

No.  

   
    年  月  日 

プール入場券 おとな障がい者付添い

者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

プール入場券 おとな障がい者付添い

者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

 

No.   年  月  日 切

り

取

り 

No.  

   
  年  月  日 

プール入場券 こども障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

プール入場券 こども障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

 
 

No.  年 月 日 切

り

取

り 

No.   年 月 日 

トレーニングルーム入場券おとな障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

 

 

トレーニングルーム入場券おとな障がい者 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 
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改正後 改正前 

No          ・  ・ 

  

プール入場券 大人 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

キ

リ

ト

リ 

No          ・  ・ 

  

プール入場券 大人 

１人１回当日限り有効 

          円 

     二宮町民温水プール 

 

No          ・  ・ 

  

プール入場券 子ども 

１人１回当日限り有効 

          円 

二宮町民温水プール 

キ

リ

ト

リ 

No          ・  ・ 

  

プール入場券 子ども 

１人１回当日限り有効 

          円 

二宮町民温水プール 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

No.  年 月 日 切

り

取

り 

No.   年 月 日 

トレーニングルーム入場券おとな障がい者

付添い 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

トレーニングルーム入場券おとな障がい者

付添い 

１人１回当日限り有効 

           円 

二宮町民温水プール 

 

No       ・  ・ 

プール入場券 おとな 

１人１回当日限り有効 

：     ￥  ― 

二宮町民温水プール 

切

り

取

り 

No        ・  ・   

プール入場券 おとな 

１人１回当日限り有効 

 ：     ￥    ― 

二宮町民温水プール 

 

No     ・  ・   

プール入場券 こども 

１人１回当日限り有効 

  ：     ￥ ―  

二宮町民温水プール 

切

り

取

り 

No     ・  ・   

プール入場券 こども 

１人１回当日限り有効 

 ：     ￥    ― 

二宮町民温水プール 
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改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No     ・  ・   

多目的ルーム 入場券 

１人１回当日限り有効 

  ：   ￥   ―  

二宮町民温水プール 

切

り

取

り 

No      ・  ・   

多目的ルーム 入場券 

１人１回当日限り有効 

 ：     ￥    ― 

二宮町民温水プール 
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二宮町教育委員会        印 

改正後 改正前 

第６号様式（第６条関係） 

 

表 
 

 二宮町立体育館トレーニングルーム 年間パスポート Ｎｏ．  

     

 

 

 

 

裏 
 

◆ご利用上の注意◆ 

 

 ◆ 本券は、表面に記載の有効期限までの間 

  同面に記載のご本人様１名が利用できます。 

 ◆ ご利用の際は、本券を係員にはっきりとご提示 

  ください。 

 ◆ 本券の払い戻しはいたしません。 
 
                       発行 

 

第６号様式（第６条関係） 

 

表 
  

トレーニングルーム年間パスポート 

 

   No. 

 

．      ．    発行   

 

    年    月    日迄 

 

               様 

 

二宮町教育委員会        印  

 二宮町立体育館 
  
 町民温水プール 

  

 

写真 

 

  

 

裏 

ご利用上の注意 

１ パスポートは、記載されている有効期間中ご本人様１名が利用できます。 

２ ご利用の際は年間パスポートを係員にはっきりとご提示ください。 

３ ご利用は１回２時間以内です。延長の場合は再受付をしてください。 

４ 本券の払い戻しはいたしませんので、ご注意ください。 

 

写 
 
 

  

真 

迄 

様 
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二宮町教育委員会        印 

月 日 

改正後 改正前 

第７号様式（第６条関係） 

表 
 

 二宮町民温水プール 年間パスポート Ｎｏ． 

      

   

 

 

裏 
 

◆ご利用上の注意◆ 

 

 ◆ 本券は、表面に記載の有効期限までの間 

  同面に記載のご本人様１名が利用できます。 

 ◆ ご利用の際は、本券を係員にはっきりとご提示 

  ください。 

 ◆ 本券の払い戻しはいたしません。 
 
                       発行 

 

 

 

第７号様式（第６条関係） 

表 
  

プール年間パスポート 

 

   No. 

 

．      ．    発行   

 

    年    月    日迄 

 

               様 

 

二宮町教育委員会        印  

 町民温水プール 

大人 ・ こども 

 

写真 

 

  

 

裏 

ご利用上の注意 

１ パスポートは、記載されている有効期間中ご本人様１名が利用できま

す。 

２ ご利用の際は年間パスポートを係員にはっきりとご提示ください。 

３ 本券の払い戻しはいたしませんので、ご注意ください。 

 

写 
 
 

  

真 

迄 

様 
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改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



16 

 

二宮町教育委員会        印 

月 日 

改正後 改正前 

 

 

 
 

 二宮町民温水プール 年間パスポート Ｎｏ． 

      

   

 

 

裏 
 

◆ご利用上の注意◆ 

 

 ◆ 本券は、表面に記載の有効期限までの間 

  同面に記載のご本人様１名が利用できます。 

 ◆ ご利用の際は、本券を係員にはっきりとご提示 

  ください。 

 ◆ 本券の払い戻しはいたしません。 
 
                       発行 

 

 

写 
 
 

  

真 

迄 

様 



１ 

二宮町社会教育委員条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、二宮町社会教育委員条例（昭和 33年二宮町条例第 25号）の施

行について必要な事項を定めるものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第２条 委員の会議（以下「委員会」という。）に、委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選とし、任期は、２年とする。 

３ 委員長は、委員会の議長となり、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その職

務を代理する。 

（委員会の所掌事項） 

第３条 委員会は、社会教育法（昭和 24年法律第 207号）第 13条及び第 17条に規

定するもののほか、次の事項を所掌する。 

（１）二宮町生涯学習センターの運営について意見を述べること。 

（２）その他社会教育に関すること。 

（委員会の定足数及び議決） 

第４条 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

２ 委員会の議決は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは議長の決す

るところによる。 

（委任） 

第５条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、教育長が 

 別に定める。 

 

附 則 

 この規則は、平成 30年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第 22号 

 

二宮町社会教育委員条例施行規則の制定について 

 

平成 30年 3月 23日提出 

 

二宮町教育委員会 

教育長 府川 陽一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

二宮町社会教育委員条例の施行あたり必要な事項を定めるため、提案する。 

 

 



 

 

 

                            資料 1 

「二宮町いじめ防止基本方針」の改定の概要について 

 

１ 改定の趣旨 

 (1)  国・県の基本方針の改定内容を反映させる。 

 (2)  いじめ防止対策推進法に基づき、町の基本方針を策定して２年が経過した。 

   この間のいじめ防止の取組状況を踏まえ、必要な改定を行う。 

 

２ 改定のポイント 

 (1)  いじめの理解の促進 

  ○ けんかやふざけ合いであっても子どもの感じる被害性に着目し、いじめに該

当するか否かを判断する。 

  ○ 「いじめ」という言葉を使わない指導など柔軟な対応も可とする。 

  ○ いじめ「解消」の定義を明確化し、解消までの継続的な支援を徹底する。 
 

  (2)  学校の組織的対応の強化 

   ○ 学校いじめ防止基本方針に基づく対応を徹底することにより、教職員がいじ

めを抱え込まず、いじめへの対応が組織として一貫したものとなることを明確

化する。 

   ○ いじめ防止の取り組みを学校の評価に位置付け、目標の達成状況を評価する。 

   ○ いじめ防止に関する実践的な教職員研修を実施する。 
 

  (3)  教職員がいじめの防止に取り組める環境の整備 

   ○ 教員が行う業務の明確化等により、教職員の業務負担の軽減を図る。 

   ○ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置の充実を図る。 
 

  (4)  児童・生徒の状況に応じた支援・指導の徹底 

   ○ 学校として特に配慮が必要な児童・生徒について、当該児童・生徒への適切

な支援や、保護者との連携、周囲の児童・生徒への指導の必要性を示す。 
 
 

  (5)  家庭・地域との連携強化 

   ○ いじめに係る状況や対策について、家庭への情報提供の充実に努めるととも

に、学校運営協議会や学校評議員などを通じて、学校から地域に対する情報提

供を進める。 
 

  (6)  重大事態への対応強化 

   ○ 重大事態については、国の示した｢いじめの重大事態の調査に関するガイド

ライン｣に従って、適切に対応する。 

   ○ 調査結果の公表については、いじめを受けた児童・生徒およびその保護者の

意向等を踏まえて行う。 



 

 

二宮町いじめ防止基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二   宮   町 

二宮町教育委員会 

平成 28年３月 

             （平成 30年３月改定） 
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Ⅰ はじめに 

二宮町では、これまで、いじめの根絶を目指し、いじめの未然防止、早期発見、解

決に向けて、学校、家庭、地域、関係機関等と協力しながら取り組んできました。 

しかし、今日の著しい社会状況の変化の中で、いじめ問題は複雑化・多様化してき

ており、また、これまで顕在化していなかったインターネット上のいじめ等新たな課

題が生じてきました。そうした中で、「いじめを絶対に許さない」という視点からの

さらなる施策の推進と学校、家庭、地域との協働がますます必要になっています。 

こうした社会情勢を踏まえ、平成 25 年９月には「いじめ防止対策推進法」（平成

25 年法律第 71 号。以下「法」という。）が施行され、国と学校に対して、いじめ防

止基本方針の策定が義務付けられるとともに、法第 12 条で地方公共団体に対して、

地域の実情に応じたいじめ防止基本方針の策定に努めることが規定されました。これ

を受けて神奈川県でも、『神奈川県いじめ防止基本方針』（以下「県の基本方針」と

いう）が策定されました。 

今般、法の施行から 4 年が経過し、国の「いじめの防止等のための基本的な方針」

（以下「国の基本方針」という）が改定されたことから、その内容を反映させるため

県の基本方針が改定されました。 

これらを受けて二宮町では、二宮の子どもたちをめぐる様々な状況を踏まえ、二宮

町におけるいじめ対策の総合的かつ効果的な推進を図るために、この『二宮町いじめ

防止基本方針』（以下「町の基本方針」という）を改定することとしました。 

 

各学校は、「児童・生徒本人がいじめと感じたものはすべていじめである」と捉え

ており、「いじめを絶対に許さない」という認識のもと、日頃から全教職員がいじめ

の態様や特質について、校内研修や職員会議等で共通理解し、いじめの実態把握、未

然防止を図っています。また各学校ではすべての教育活動において、命を大切にする

豊かな心を育むとともに心が通い合うコミュニケーションができる力を養う実践を積

み重ねています。 

 

このたび「二宮町いじめ防止基本方針」改定を機に、あらためて学校、家庭、地域

が日頃から温かい思いで児童・生徒に接し、行動に対して細心の注意を払い、児童・

生徒の立場に立ちその声に耳を傾けようと心掛けること、そして「いじめは、どの子

にもどの学校でも起こりうる」ことを肝に銘じ、いじめを二宮町全体で徹底して根絶

していくことを決意したいと思います。 
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Ⅱ 基本的な考え方 

１ いじめの定義 ～「いじめ防止対策推進法」に準拠         

いじめは、法第２条で定めているとおり、『児童・生徒に対して、当該児童・生徒

が在籍する学校に在籍している等当該児童・生徒と一定の人的関係にある他の児童・

生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われる

ものを含みます。）であって、当該行為の対象となった児童・生徒が心身の苦痛を感

じているもの』をいいます。 

   また、個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・形式的にするこ

となく、いじめられた児童・生徒の立場に立つことが必要です。いじめには、多様な

態様があることから、法の対象となるいじめに当たるか否かを判断するに当たっては、

「心身の苦痛を感じているもの」との要件が限定して解釈されることのないよう努め

ることが必要です。 

 

２ いじめに対する基本認識                     

いじめは、単に子どもたちだけの問題ではなく、パワーハラスメントやセクシュア

ルハラスメント、他人の弱みを笑いものにしたり、異質な他者を差別したりといった

大人の振る舞いを反映した社会問題であるという指摘があります。 

近年のいじめは、従来に比べ特に陰湿となっていること、一方で、遊び半分のもの

が多く見られることなども指摘されており、問題が顕在化しにくく、その分、事態が

深刻化しやすいとも言われています。その背景には、子どもたち同士の複雑な人間関

係や心の問題も存在しており、以下の視点を持って問題に向き合うことが必要となり

ます。 

 
○いじめは、いじめを受けた児童・生徒の人権を著しく侵害し尊厳を損なう、絶

対に許されない行為です。 

○いじめは、学校や家庭、地域における生活環境や対人関係等、様々な背景から、 

様々な場面で起こり得ます。 

○いじめは、どの学校でも、どの子どもにも、起こり得るもので、とりわけ嫌が

らせやいじわる等「暴力を伴わないいじめ」は、多くの子どもが入れ替わりな

がら被害と加害を経験するものです。 

○いじめは、「被害者」や「加害者」だけでなく、｢観衆｣や｢傍観者｣といわれる

周囲の子どもも含めた所属集団の構造上の問題でもあります。 

○いじめは、大人には気付きにくいところで行われることが多く、発見しにくい

ものであるという認識が必要です。 

○いじめは、その行為や態様により、犯罪行為として取り扱われるものもあるこ

とを忘れてはなりません。 
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３ いじめ対策の基本理念                      

いじめ問題への対応は学校における最重要課題の一つですが、学校だけの問題で

はなく、社会全体で取り組むべき、大人たち全員の課題であるという認識が必要です。

その上で、いじめ防止のための基本理念として、次の５つを掲げます。 

 

○「いじめは、いじめられた子どもの心身に深刻な影響を及ぼす許されない行為

である」という認識を、二宮町全体で共有します。そして、すべての子どもが

いじめを行わず、子どもも大人もいじめを放置することがないよう取り組みま

す。 

○学校の内外を問わず様々な場所・場面でいじめが起こりうることから、地域全

体で子どもを見守ります。そのために、学校はもとより、家庭や地域住民、関

係機関・団体、町、県および国が連携して取り組みます。 

○学校は、すべての児童・生徒が安心して学習、その他の活動に取り組むことが

できるよう、教育活動全般を通じて、いじめの防止に取り組みます。 

○大人は、あらゆる機会を通して、子どもに対して「いのち」はかけがえのない

大切なものであることを教えます。また、学校は、子どもに対し自分はもちろ

ん、他人の「いのち」も大切にして、決していじめを行わない心を育む教育活

動の充実に取り組みます。 

○いじめはいじめた者・いじめられた者という個人の問題にとどまらず、それを

傍観する者にも関わるという点で集団の問題であるという認識を持ち、子ども

たちが主体的にいじめを許さないより良い集団作りができるよう指導・支援を

します。 

 

４ いじめ防止等に関する対策の基本的な考え方            

いじめ問題に取り組むにあたっては、「いじめ問題」にはどのような特徴がある

かを十分に認識し、日々「未然防止」と「早期発見」に努めるとともに、いじめを認

知した場合は、「早期対応」に適切に取り組むことが必要です。 

また、いじめ問題には、学校や家庭の問題としてだけではなく、全ての大人たち

の問題として取り組まなければなりません。常に地域や家庭、関係機関と一丸となっ

て相互に協力する関係づくりを進めることも大切です。 

 

(1)いじめの未然防止 

○いじめの未然防止に向けては、家庭や学校において、人権を尊重し、子どもの 

発達段階に応じた道徳心や規範意識を高める指導を通じて、“いのちを大切に

するこころ”や“他者を尊重し、多様性を認め合い思いやる力”を育むことが

重要です。 

○子どもたち一人ひとりが、好ましい人間関係を築けるように、コミュニケーシ

ョン能力等の育成に努めるとともに、子どもを取りまく情報環境が急激に変化

する中で、情報社会の一員としての自覚をもって、適切に行動する態度を身に

付けることができるように、情報モラル教育の一層の充実に取り組む必要があ

ります。 
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○子どもたちが、いじめは自分たちの所属する集団の問題であるという認識を持ち、

主体的により良い集団づくりに向かうよう指導・支援することが重要です。 

○いじめの背景にある、子どもたちが抱えている学校生活や家庭環境、人間関係 

等にまつわるストレス等の要因に着目し、その改善を図るとともに、ストレス

に適切に対処できる力を様々な場面で育む観点も必要です。 

○子どもたちが、自分の存在が認められ、大切にされていることを意識できるよう、

大人たちは家庭や地域において、子どもたちの成長に関心を持ち、家族や大人

たちとふれあう機会を充実させることが大切です。 

 

(2)いじめの早期発見 

○いじめの早期発見に向け、学校で教職員が日頃から、子どもたちの表情や態度

のわずかな変化を見逃さず、適切な対応ができるように教職員の資質や能力の

向上を図ることが重要です。 

○学校は例えけんかやふざけ合いであっても、見えないところで被害が発生して 

いることを想定して、背景にある事情の調査を行い、子どもの感じる被害性に

着目し、いじめに該当するか否かを判断することが必要です。 

○学校は、定期的に行うアンケート調査や個人面談等によって、常に子どもたち

の状況を把握するとともに、子どもたちが困った時に相談しやすい仕組みや環

境、雰囲気づくりに努め、子どもからの相談に真摯に対応することが大切です。 

○いじめは、学校に限らず様々な場所・場面で起こることを踏まえ、地域、家庭

をはじめ町民全体に対していじめに関する啓発を行い、大人たち全員が子ども

たちを見守り、育てる意識を持つように働きかけなくてはなりません。 

 

(3)いじめの早期対応 

○いじめには、チームで組織的に対応することが基本になります。学校において

は校長、教頭、総括教諭、学級担任、児童・生徒指導担当教員、養護教諭や教

育相談コーディネーター等の教職員が連携して、特定の教員が孤立したり、情

報を抱え込む等の状況を起こさないように、組織としてきめ細かく対応をして

いくことが重要になります。 

○いじめが確認された、あるいはいじめの疑いがある場合は、いじめを受けた児

童・生徒を最後まで守り通すという認識のもと、すぐにいじめを受けた児童・

生徒やいじめを知らせてきた児童･生徒の安全を速やかに確保し、いじめたとさ

れる児童・生徒や周囲の児童・生徒に対して事情を確認したうえで適切に指導

することが必要です。 

○特に、暴力を伴ういじめについては、いじめを受けている児童・生徒の心身及

び財産等の被害を避けるため、また、インターネットを通じて行われるいじめ

については、いじめに関する情報が短期間で拡散する特性があることから、迅

速な対応が求められます。 
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(4)いじめの解消    

  ○いじめを行った子どもに対しては、いじめは決して許されない行為であること

を、適切かつ毅然とした態度で適切に指導します。なお、いじめられた子ども

の立場に立っていじめにあたると判断した場合にも、「いじめ」という言葉を

使わずに指導することもあります。また、いじめの行為に至った背景を把握し、

その子どもと保護者に対して、いじめを繰り返さず、より良い学校生活が営め

るよう助言や支援を行います。 

    ○学校は、いじめを受けた子どもやいじめを行った子どもだけでなく、すべての児

童・生徒に対し、いじめを誰かに知らせる勇気を持たせる一方、いじめをしな

いようしっかり指導します。 

    ○学級担任や委員会活動、部活動の担当教員等は、学級や委員会、部活動等の中で、

いじめを許容しない雰囲気が形成されるよう指導します。 

    ○いじめは、単に謝罪をもって安易に解消している状態と判断することはできませ

ん。学校はいじめが解消している状態と判断した場合でも、いじめを受けた子

ども及びいじめを行った子どもの状況を日常的な関わりの中できめ細かく把握

するとともに、児童・生徒との対話を深めることなどを通じて、いじめの再発

を防ぎます。 

 

(5)家庭との連携 

○子どもたち一人ひとりに、発達段階に応じた道徳心や規範意識などを身に付け

させるために、“いのちを尊ぶこころ”や“他者を思いやる気持ち”を育むた

めの取り組みを、学校での教育活動だけでなく、家庭と連携が大切です。 

○いじめ事案の対応にあたっては、いじめを受けた児童・生徒といじめを行った

児童・生徒、双方の保護者を支援し、家庭との連携の下に、問題をよりよく解

決しなければなりません。 

○いじめを行った児童・生徒に対しては、家庭と連携して、一人ひとりが抱える

要因や背景を的確に把握して、適切な助言や支援を行うことが必要です。 

 

(6)地域との連携 

○いじめは、学校内の人間関係にとどまらず、塾やスポーツクラブ、インターネ

ット等を通じて、学校の外部まで広がりを見せており、学校単独では対応が難

しいケースも少なくありません。 

○いじめを未然に防止していく上では、日頃から、子どもたちが様々な機会を通

じて多様な価値観を持つ地域の大人たちと接する中で、学校以外の人間関係を

形成し、大人たちから地域において存在を認められることも重要です。 

○地域社会全体で子どもたちを見守るために、学校がＰＴＡや地域住民、関係団

体等と連携して、地域社会全体で子どもたちを見守り、健やかな成長を促す体

制を構築することが必要です。 
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(7)関係機関との連携 

○いじめを受けた子どもや、いじめを行った子どもが立ち直っていくためには、

医療や福祉などの専門機関の協力が必要な場合や、地域の青少年育成団体等の

協力を得ることが有効な場合もあります。 

○犯罪につながるおそれのあるいじめについては、警察と連携して対処すること

が必要です。 

○町と関係機関、学校と関係機関担当者との情報交換や連絡会議の開催など、平

素から情報共有体制を構築しておく必要があります。 
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Ⅲ 基本的施策・措置 

１ 二宮町が実施する施策                

(1)財政上の措置等（法第 10 条関係） 

○いじめの防止等のための対策を推進するために必要な財政上の措置その他必要

な措置を講ずるよう努めます。 

○国および県に、いじめの防止等のための対策を推進するために必要な財政上の

措置その他必要な措置を講ずるよう求めます。 

 

(2)通報・相談体制の整備（法第 16条第 2 項関係） 

○児童･生徒、保護者、地域住民、教職員等からのいじめに関する通報・相談を受

け付ける体制の整備を図ります。 

○県および町が設置しているいじめに関する通報・相談窓口の周知に努めるとと

もに、県と町相互の連携が円滑に進むよう努めます。 

 

(3)学校、家庭､地域社会､関係機関､民間団体等との連携（法第17条関係） 

○「二宮町いじめ問題対策連絡協議会」を設置して、各学校が児童相談所・警察

等の関係機関や地域との連携に基づいて効果的にいじめ事案に対処する取り組

みが円滑に進むことを支援します。 

○未然防止につながる「非行防止教室」の開催や学校警察連携制度を有効に活用

するなどして、学校と所轄警察署間の日頃からの連携に努めます。 

○家庭や地域で子どもたちを見守るために、学校とＰＴＡや地域、民生委員・児

童委員等との連携が進むよう、学校と連携し、開かれた学校づくりに向けた取

り組みを進めます。 

○保護者を対象とした啓発活動や相談窓口の設置など、家庭を支援します。 

 

(4)人材の確保及び資質の向上（法第 18 条第 1項関係） 

  ○いじめの相談に対応するため心理や福祉の専門家であるスクールソーシャルワ

ーカー等の配置の充実を図ります。 

○これまでに蓄積してきたノウハウや、新たな調査・研究によって開発したメソ

ッドを活用して、研修事業を充実させることで、いじめ問題に適切に対処でき

る人材の育成と、教職員の資質の向上を図ります。 

 

  (5)いじめの防止等のための調査研究の推進等（法第 20条関係） 

○二宮町教育研究所を中心に国立教育政策研究所や県立総合教育センター等の調

査・研究機能を活用するなどして、いじめの防止等のための実践事例や、いじ

めの早期発見のための具体的な対処事例の集積と分析を進め、学校現場にフィ

ードバックすることで、各学校での取り組みを支援します。 
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(6)いじめの防止等に向けた広報・啓発活動（法第 21条関係） 

○町は、いじめ問題は社会全体の課題という意識を家庭や地域など子どもに関わ

るすべての大人たちが共有できるよう、あらゆる機会を通じて広報・啓発活動

を行います。 

   

(7)基本方針の内容の点検と見直し 

  ○町の基本方針に位置付けた施策・措置の取り組み状況については、年度ごとに、

学校を取り巻く社会情勢や学校の状況を踏まえ、「二宮町いじめ問題対策連絡

協議会」における意見交換等を経て、方針が適切であるか点検するとともに、

国や県の動向を考慮し、必要に応じて見直しを行います。 

 

２ 二宮町教育委員会が実施する措置                   

(1)いじめの防止対策（法第 15条及び第 19 条第 1 項関係） 

○いじめにつながらないよう「いのち」を大切にする心や他人を思いやる心、善

悪の判断などの規範意識等の道徳心を身に付けるため学校における全ての教育

活動を通じた道徳教育の充実を図る教材やリーフレットの作成等の支援を行い

ます。また、いじめを許さない集団づくりのための特別活動の充実に向けた取

り組みを行います。 

○様々な人々との関わりの中で、社会性や豊かな人間性を育むために行う、地域

交流や職業体験、ボランティア活動等の体験活動を充実するために必要な情報

等を提供します。 

○日頃の授業や特別活動、児童・生徒指導や教育相談等を通じて、全ての児童・

生徒が安心でき、自己有用感や充実感を感じられる学校生活づくりを支援する

ための取り組みを進めます。 

○ソーシャルネットワークサービス（SNS）をはじめとするインターネットを通じ

て行われるいじめ（以下「インターネット上のいじめ」という）を防止し、効

果的に対処することができるよう、児童・生徒やその保護者に対し、企業等と

の連携による携帯電話教室の開催やリーフレットの配布等により、必要な啓発

活動を行います。 

○学校の教職員が児童・生徒と向き合い、いじめの防止等に適切に取り組むため、 

学校マネジメントを担う体制の整備を図るなど、学校運営の改善に向けた支援

に努めます。 

 

(2)いじめの早期発見のための措置（法第 16条関係） 

○当該学校に在籍する児童・生徒に対する定期的な調査状況を把握し、いじめの

早期発見に資するために、問題行動等調査やいじめ問題に係る点検・調査等を

実施します。 

○当該学校の児童・生徒や保護者並びに教職員がいじめに係る相談を行うことが
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できるよう、スクールソーシャルワーカー（SSW）、臨床心理士等の専門家の配

置、関係機関との連携等の教育相談体制の充実を図るとともに、これらの体制

についての周知に努めます。 

○当該学校の教職員に対して、いじめの防止等のための対策に関する研修の実施

や資質能力の向上に向けた必要な措置を行います。 

 

(3)家庭との連携（法第 17条関係） 

       ○児童・生徒の保護者に対して、いじめの心身に及ぼす影響やいじめに関する相

談制度または救済制度等について、必要な情報のさらなる周知に努めます。 

○ＰＴＡ活動を通したいじめ問題に関わる取り組みを推進させるため、PTAや学

校関係者が協議、連携することの重要性を伝える啓発活動の充実に努めます。 

 

(4)地域との連携（法第 17条関係） 

○地域で子どもたちを見守るために、地域、民生委員・児童委員等との連携が進 

むよう、学校と連携し、開かれた学校づくりに向けた取り組みを進めます。 

○学校が、いじめに係る状況及び対策について、学校運営協議会や学校評議員委

員会に情報を提供し、連携・協働による取り組みを進めることができるよう支

援します。 

 

(5)関係機関との連携（法第 17条関係） 

○いじめを受けた児童・生徒や、いじめを行った児童・生徒の立ち直りを支援す

るため、医療や福祉等の専門機関の協力、連携を促進します。  

○非行問題や犯罪等につながるおそれのあるいじめについては、学校警察連携 

制度を有効に活用しながら対応します。 

 

(6)いじめの防止等に関する措置（法第 24 条、26 条、27条関係） 

○町教育委員会は学校から法第 23 条第２項の規定によるいじめ（いじめの疑いが

あるものを含む）報告を受けたときは、必要に応じて支援を行い、学校が適切

な措置を講ずるよう指導・助言します。また必要と判断した場合は、自ら調査

を行います。 

○ いじめを受けた児童・生徒といじめを行った児童・生徒が異なる学校に在籍し

ている場合、双方の学校と町教育委員会の間で情報を共有して対処できるよう、

学校相互間の連携協力体制を整備します。 

○いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときや、児童・

生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるおそれのあるときは、学校警

察連携制度の活用や所轄警察署との相談等、警察と連携して取り組みます。 

○学校単独では効果的な対応に限界があると判断された場合は、町教育委員会は、

学校からの要請を受けて、指導主事や心理教育相談員、SSW 等を派遣して、い

じめの解消に向けてさらなる対策を支援します。 

○いじめを行った児童・生徒の保護者に対して学校教育法第 35条第１項（同法第
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49 条において準用する場合を含む）の規定に基づき当該児童・生徒の出席停止

を命ずる等、いじめを受けた児童・生徒等が安心して教育を受けられるように

するために必要な措置を速やかに講ずるものとします。また、出席停止となっ

た児童・生徒の教育を受ける権利を保障するための支援を行うよう努めます。 

 

(7)学校評価における留意事項（法第 34 条関係） 

○学校におけるいじめ防止基本方針に基づく取り組み（いじめが起きにくい・い

じめを許さない環境づくり、教職員の孤立やいじめの抱え込み防止、早期発

見・事案対処マニュアルの実行、定期的・必要に応じたアンケート、個人面

談・保護者面談の実施、行内研修の実施等）の実施状況を学校評価に位置付け

るよう、各学校に対して必要な指導・助言を行います。 

 

３ 学校が実施する措置                       

(1)学校いじめ防止基本方針の策定（法第 13条） 

○「いじめ防止対策推進法」は、第 13 条において、全ての学校に対し、国、県及

び町のいじめ防止基本方針を参酌して、当該学校におけるいじめの防止等のた

めの対策に関する基本的な方針（以下「学校いじめ防止基本方針」という。）

を定めることとしています。 

○学校いじめ防止基本方針を定める意義としては、次のようなものがあります。 

・学校いじめ防止基本方針に基づく対応が徹底されることにより、教職員がい

じめを抱え込まず、かつ、学校のいじめへの対応が個々の教職員による対応

ではなく組織として一貫した対応になります。 

・いじめの発生時における学校の対応をあらかじめ示すことは、児童・生徒及

びその保護者に対し、児童・生徒が学校生活を送る上での安心感を与えると

ともに、いじめを行う行為の抑制につながります。 

・いじめを行った児童・生徒への成長支援の観点を基本方針に位置付けること

により、いじめを行った児童・生徒への支援につながります。 

○学校いじめ防止基本方針の見直しに当たっては、検討する段階から保護者・

地域の人々が参画し、地域ぐるみのものになるようにすること、児童・生徒

の意見を取り入れるなど、児童・生徒がいじめ防止等について主体的かつ積

極的な参加が確保できるように努めます。また改定した基本方針については、

学校だより等で公開するとともに、児童・生徒やその保護者、地域の方々に

説明するなどし、保護者や地域の方々との共通認識を持ち、連携していじめ

防止等の取り組みに当たります。 

○各学校は、策定した「学校いじめ防止基本方針」に則り、学校の実情に応じて

次のような取り組みを進めることとします。 

 

(2)いじめの未然防止対策（法第 15条及び第 19条第 1 項関係） 

○学校間交流や職場体験、ボランティア活動等の体験活動や特別活動の充実を図

り、学校外の人々との関わりや集団活動を通して自己の役割や責任を果たそう

とする態度やよりよい人間関係を築こうとする態度等道徳性を育む取り組みを
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進めます。 

○日ごろの授業や行事等特別活動の中で、自己決定の場を用意し、誰もが活躍で

きる機会を設定することで、自己有用感や充実感を感じられる学校生活づくり

を推進します。 

○児童会・生徒会の活動等を通して、児童・生徒自らがいじめの問題について学

び、主体的に考え、行動する機会を設けるよう努めます。 

○教職員は、日頃の授業や特別活動の中で、日常的にいじめの問題に触れ、「い

じめは人間として絶対に許されない行為である」という雰囲気を醸成するよう

努めます。 

○教職員は指導に際して、自らの言動が児童・生徒を傷つけたり、他の児童・生

徒によるいじめを助長したりすることのないよう、細心の注意を払います。 

また、教職員間の良好な人間関係を構築し、いじめが起きにくい学校づくり 

に努めます。 

   ○教職員は児童・生徒に対し、いじめの傍観者にならず、いち早く教職員へ報告

するなど、いじめを止めさせるための行動をとることの重要性を理解させるよ

う努めます。 

○学校として特に配慮が必要な児童・生徒に係るいじめについては、当該児童・生

徒の特性を踏まえ、日常的に適切な支援を行うとともに、保護者との連携、周

囲の児童・生徒に対する必要な指導を組織的に行います。 

○インターネット上のいじめを防止し、効果的に対処することができるよう、児

童・生徒やその保護者に対し、企業等との連携等による携帯電話利用教室等、

必要な啓発活動を行いインターネット上のいじめに対する理解を深めていきま

す。また、学級活動や技術、情報等の授業の中で、情報モラル教育の一層の推

進を図ります。 

○学校関係者や地域の人々、NP0 団体等との連携を通して、道徳をはじめとする学

校での教育活動の様々な場面において「いのちの大切さ」を学ぶ授業の展開を

図ります。 

 

(3)いじめの早期発見のための措置（法第 16条関係） 

○「いじめは、どの学校でも、どの子どもにも起こりうる問題である」という

認識を持ち、各学校において、日頃から子どもの日常の行動や生活の様子に

目を配るとともに、児童・生徒との信頼関係の構築等に努めます。 

○教職員は、子どもが発する小さなサインを見逃さず、いじめの兆候を早期にキ

ャッチし、積極的ないじめの認知に努めます。 

○定期的なアンケート調査や教育相談を実施するなど、児童・生徒がいじめを訴

えやすい体制を整え、いじめの疑いや相談があった場合は、迅速かつ確実に対

応します。 

○学校で実施するいじめに関するアンケートに、インターネット上のいじめに関

する質問項目を設けるなど、インターネットを通じて行われるいじめの早期発

見に向けた取り組みを進めます。 
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(4)家庭との連携（法第 17条関係）        

○児童・生徒がいじめを受けている、あるいは、いじめをしていると疑われる 

         様子があるときに、保護者が学校に相談や通報をするための窓口を周知 

するよう努めます。 

○家庭のささいな変化を見逃さないようにするため、パンフレット等により、家 

庭におけるいじめへの対応に関する啓発活動に努めます。 

    ○学校や家庭での児童・生徒の様子について情報を共有できるよう、電話相談や 

家庭訪問等を通して保護者と密に連絡を取り、いじめの未然防止・早期発見に 

努めます。 

 

(5)地域との連携（法第 17条関係） 

   ○学校の抱える課題を地域ぐるみで共有し、解決するために、学校運営協議会の

導入等、保護者や地域住民が学校運営に参画する仕組みづくりを進め、子ども

が心豊かに育つ学校づくりに努めます。 

  ○地域で子どもを見守る人の輪を広げるため、職場体験、ボランティア活動等体

験活動や行事等を通して地域の関係団体、学校、施設や事業所、NPO 等地域の

人々とふれあう機会を充実するよう努めます。 

 

(6)関係機関との連携（法第 17条関係） 

  ○いじめを受けた児童・生徒や、いじめを行った児童・生徒の立ち直りを支援す

るため、医療や福祉等の専門機関の協力を得るための連携を図ります。  

○インターネット上のいじめを防止し、効果的に対処することができるよう、児

童・生徒やその保護者に対し、企業や NPO等との連携による携帯電話教室や講

演会の開催等必要な情報提供・啓発活動を行います。 

 

(7)学校評価における留意事項（法第 34 条関係） 

○学校いじめ防止基本方針に基づく取り組み（いじめが起きにくい・いじめを許

さない環境づくり、教職員の孤立やいじめの抱え込み防止、早期発見・事案対

処のマニュアルの実行、定期的・必要に応じたアンケート、個人面談・保護者

面談の実施、校内研修の実施等）の実施状況を学校の評価に位置付けるよう努

めます。 

 

 (8)いじめの解決に向けた措置（法第 23 条・25条関係） 

○当該学校の児童・生徒がいじめを受けているとの通報を受けたとき、その他当

該学校に在籍する児童・生徒がいじめを受けていると思われるときは、緊急会

議を開催し、速やかに、いじめの事実の有無の確認を行う措置等を講ずるとと

もに、その結果を町教育委員会に報告します。 

○いじめを受けた児童・生徒といじめを行った児童・生徒が異なる学校に在籍し

ている場合、双方の学校と町教育委員会の間で情報を共有して対処します。 

○いじめがあったことが確認された、あるいは疑いがある場合、または、いじめ
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が解消に至っていない場合には、学校は、いじめを受けた児童・生徒を最後ま

で守り通すことを旨として、平穏な学校生活を再開できるよう、当該児童・生

徒及びその保護者に対して必要な支援を行います。 

○事実の有無の確認を行う際には、関係児童・生徒、教職員や保護者をはじめ、

多方面からの丁寧な情報収集を、適切な方法により速やかに行い、正確な事実

の把握に努めます。また、当事者のプライバシーや個人情報の取り扱いは十分

に注意を払います。 

○いじめが解消している状態と判断した場合でも、いじめを受けた児童・生徒及

びいじめを行った児童・生徒の状況を日常的な関わりの中できめ細かく把握す

るとともに、児童・生徒との対話を深めることなどを通じて、いじめの再発を

防ぎます。 

○いじめを行った児童・生徒に対しては、いじめは決して許されない行為であり、

当該児童・生徒の取った行動が相手の心身に及ぼす影響等に気付かせるなど、

適切かつ毅然とした指導を行うとともに、当該児童・生徒の家庭環境や人間関

係のストレスなど、いじめの行為に至った背景を把握し、当該児童・生徒及び

その保護者に対して、いじめを繰り返さず、より良い学校生活を営ませるため

の助言や支援を行います。 

○いじめをやめさせ、及びその再発を防止するため、当該学校の複数の教職員に

よって心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者の協力を得つつ、いじめ

を受けた児童・生徒またはその保護者に対する支援及びいじめを行った児童・

生徒に対する指導又はその保護者に対する助言を継続的に行うものとします。

これを行うにあたっては、保護者の間で争いが起きることのないよう、いじめ

の事案に係る情報をこれらの保護者と共有するための措置その他の必要な措置

を講ずるものとします。 

○これらの対応については、教職員全員の共通理解、保護者の協力、関係する専 

門機関等との連携の下で取り組みます。 

○特に、いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときや、

児童・生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるおそれのあるときは、

教育委員会に報告・協議し学校警察連携制度の活用や警察署との相談など、警

察と連携して取り組みます。 

○児童・生徒がインターネット上のいじめを受けているとの通報や相談を受けた

際には、速やかに一連の掲載情報を確認し、その内容を印刷等により保存する

とともに、関係機関等の協力を得ながら、インターネット上の情報の削除依頼

等を行います。 

○校長は、当該学校に在籍する児童・生徒等がいじめを行っている場合であって

教育上必要があると認めるときは、学校教育法第１１条の規定に基づき、適切

に、当該児童・生徒に対して懲戒を加えるものとします。 
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Ⅳ 重大事態への対処 

１  いじめの重大事態                        

  いじめが重大事態（法第 28 条の規定による重大事態をいう。以下同じ。）かどうか

の判断は、以下の考え方により、原則として各学校が判断します。次のいずれかに該

当するときは、いじめの重大事態として対応します。 

 

   ∇いじめを受けていた児童・生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑

いがある場合 

・自殺を企図したり、自殺に至った場合 

・身体に重大な傷害を負った場合 

・金品等に重大な被害を被った場合 

・精神性の疾患を発症した場合    等 

  ∇いじめを受けていた児童・生徒が、そのため相当の期間欠席を余儀なく    

されている疑いがある場合（年間 30 日間を目安とする。但し、一定期間    

連続して欠席している場合は、上記目安にかかわらず、教育委員会又は学校の

判断により、重大事態として対応する。） 

 

児童・生徒やその保護者から、いじめられて重大事態に至ったという申し立てが

あったときは、その時点で重大事態の疑いがあると捉え、適切かつ真摯に対応します。 

 

２ 二宮町教育委員会又は学校による対処                  

(1)事実関係を明確にするための調査 

○学校に在籍する児童・生徒が、いじめを受けて、重大事態に陥った場合、学校

は、教育委員会を通じて町長に、重大事態の発生について報告するとともに、

当該重大事態に対処し、同種の事態の発生防止に資するため、できるだけ速や

かに事実関係を明確にするための調査を行います。 

○学校が単独で事実関係を明確にするための調査を実施することが困難な場合、 

町教育委員会は、学校の要請により、必要な支援を行います。 

○また、学校主体の調査では、重大事態への対処等に十分な結果を得られないと

町教育委員会が判断した場合、町及び町教育委員会において（場合によっては

県教育委員会と連携して）調査を実施します。 

 

(2)いじめを受けた児童・生徒及びその保護者への情報提供 

○学校又は町教育委員会がいじめの事実関係を明確にするための調査を行ったと

きは、いじめを受けた児童・生徒及びその保護者に対し、経過報告を含め、適

時・的確に情報提供を行います。 

○当該情報提供を行うに当たっては、児童・生徒や保護者への心のケアと落ち着
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いた学校生活を取り戻すための支援に努めるとともに、予断のない一貫した情

報発信、個人のプライバシーへの配慮に留意して行います。 

 

(3)調査結果の報告 

○いじめに係る重大事態について、学校が実施した調査結果は、町教育委員会を

通じて、町教育委員会が実施した調査は、直接、町長に報告します。 

 

(4)調査結果の公表 

○学校又は教育委員会は、いじめ重大事態に関する調査結果の公表について、事

案の内容や重大性、いじめを受けた児童・生徒及びその保護者の意向、公表し

た場合の児童・生徒への影響等を総合的に勘案して、適切に判断することとし

ます。公表する場合は、いじめを受けた児童・生徒やその保護者に対して、公

表の方針について説明を行います。 
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Ⅴ いじめ防止等を推進する体制 

１ 学校におけるいじめの防止等のための組織             

○学校現場において、いじめの防止等の取り組みを効果的に推進し、発生したい

じめ事案に的確に対処するためには、特定の教職員で対処するのではなく、必

要に応じて外部専門家の参画も得ながら、学校全体で組織的な対応を行う必要

があります。 

○重大事態の調査のための組織について学校がその調査を行う場合、その組織を

母体としつつ、当該事案の性質に応じた適切な専門家を加えることも考えられ

ます。 

○当該組織を構成する複数の教職員については、学校の管理職、総括教諭、学級

担任、児童・生徒指導担当教員、養護教諭や教育相談コーディネーター等から

選出され、組織的対応の中核として機能するような体制を組むことが重要です。 

○各学校の判断により、日頃からいじめの問題等、児童・生徒指導上の課題に対

応する既存の組織を活用し、校長等の管理職の下で、いじめの防止等の対策に

取り組む組織として機能させることも可能です。 

○この組織は、当該学校における学校いじめ防止基本方針の策定や見直し、基本

方針に基づく取り組みの年間計画の作成や実施、実施状況のチェック、児童・

生徒や保護者からの相談や地域住民等からの通報の窓口としての役割、いじめ

の疑いに関する情報や児童・生徒の問題行動等に係る情報を収集、記録、共有

する役割、いじめの疑いのある情報があった際の緊急会議の開催、関係する児

童・生徒への事実関係の聴取等、いじめに関連する情報の迅速な収集、いじめ

られた児童・生徒の保護や支援、いじめを行った児童・生徒に対する指導や支

援、双方の保護者との連携、他の在校生やその保護者に対する情報提供等の取

り組みの中核的な役割を担います。 

 

２ 二宮町いじめ問題対策連絡協議会                       

○二宮町は、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図るため、「二宮 

町いじめ問題対策連絡協議会」を設置します。 

○この協議会は、学校、警察、児童相談所、人権擁護委員、心理や福祉の専門家、

主任児童委員、PTA 代表、町教育委員会、町関係部局等で構成し、次に掲げる事

項について、情報の共有、より良い取り組みに向けての協議等を行います。 

    ・町の基本方針に基づく各団体の取り組み状況 

    ・町の基本方針に基づく取り組みの検証や調査 

    ・重大事態が発生した場合、事実関係を明確にするための調査  

 

 

３ いじめの重大事態発生時の対応                  

○二宮町は重大事態発生の報告を受けた場合は、直ちに二宮町総合教育会議を招

集し、必要に応じて外部の専門家の助言を得ながら、再調査を実施するものと

します。この調査には当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利

害関係を有しない者をもって充て、その公平性・中立性を確保します。 



 

 

 

 

 

 

二宮町いじめ防止基本方針 

 

発行 ／ 平成 28年３月（平成 30年３月改定） 

二宮町 

二宮町教育委員会 

     〒259－0196 

     神奈川県中郡二宮町二宮 961 

     ℡ 0463－71－3311（代表） 

 



















平成３０年度４月定例教育委員会議予定 

 

 

１ 日  時  平成３０年４月２７日（金）９時３０分から 

２ 場  所  二宮町町民センター ２Ａクラブ室 

３ 付議事項 

４ 報告･協議事項 

  （１）平成３０年度二宮町教育委員会事業計画について 

  （２）県市町村教育委員連合会役員会報告について 

  （３）その他 

 

※出席を要する主な行事 

         

３月３０日（金）         教職員等転退職者辞令交付式 

４月 ２日（月）         教職員等辞令交付式 

４月 ５日（水）  （午前）  小学校入学式 

４月 ５日（水）  （午後）  中学校入学式 

４月２７日（金） ９時３０分  ４月定例教育委員会議（町民センター２Ａクラブ室） 

５月１２日（土）        二宮西中学校体育祭 

５月１８日（金） ９時３０分  ５月定例教育委員会議（町民センター２Ａクラブ室） 

１３時３０分   第１回総合教育会議（第一会議室）  

５月２５日（金）         平成３０年度関東甲信越静市町村教育委員会連合会総会 

（藤枝市） 

５月２６日（土）         二宮中学校汐鳴祭体育の部 

 

 

（裏面に、平成３０年度教育委員会議定例会等の日程を記載しております） 



 

 

平成３０年度 教育委員会議定例会等開催予定日 

教育委員会議定例会 
給食 

試食 
総合教育会議・学校訪問・その他 

月日・曜日 場所   月日・曜日 内容 

4 月 27 日 (金) ２Ａクラブ室         

5 月 18 日 (金) ２Ａクラブ室 〇 5 月 18 日 (金) 総合教育会議 

        5 月 25 日 (金) 
関東甲信越静 

総会（藤枝市） 

6 月 29 日 (金) ２Ａクラブ室 〇 6 月 29 日 (金) 学校訪問 

7 月 27 日 (金) ２Ａクラブ室         

        8 月 17 日 (金) 総合教育会議 

8 月 24 日 (金) ２Ａクラブ室         

9 月 28 日 (金) ２Ａクラブ室 〇 9 月 28 日 (金) 学校訪問 

10 月 26 日 (金) ３Ｂクラブ室 〇 10 月 26 日 (金) 学校訪問 

11 月 22 日 (木) ２Ａクラブ室 〇 11 月 22 日 (木) 学校訪問 

12 月 27 日 (木) ２Ａクラブ室         

        1 月 18 日 (金) 総合教育会議 

1 月 25 日 (金) ２Ａクラブ室         

2 月 22 日 (金) ２Ａクラブ室 〇 2 月 22 日 (金) 学校訪問 

3 月 28 日 (木) ２Ａクラブ室         


